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は じ め に 

 

本町では、「子どもは宝、明るく、笑顔がかがやく町」を基本理念として、第２期子ども・子育て

支援事業計画を策定し、住民、地域、行政の協働による子育て環境の整備に取り組んできました。 

 

急速な少子化が進む中、子育てをめぐる環境も変化を続けています。令和２年度「子ども・子育

て支援法」の改正による幼児教育・保育の無償化、令和６年度「児童福祉法」や「子ども・子育て

支援法」の改正による経済的支援の拡充及び妊娠期からの切れ目のない相談支援の充実など、包括

的な支援体制等の強化が進められています。 

 

子どもは、未来を担うかけがえのない宝であり、これからの本町の発展を考える上で欠かせない

貴重な人材です。子どもや子育て家庭を取り巻く環境がめまぐるしく変化する中で、核家族化や就

労環境の変化などにより、子育てへの負担感や孤独感を抱える保護者の方も増えております。 

 

次代を担う子どもたちの健やかな育ちと保護者の子育てを町全体でサポートする環境を整えるた

め、「第３期子ども・子育て支援事業計画」を策定しました。 

 

そこで、本町では、国のこども未来戦略「加速化プラン」に即応し、社会全体での子育て環境を

充実し、すべての子どもたちが未来に夢や希望を抱いて健やかに成長できるよう、子どもと家庭を

育むための環境整備を一層推進していきます。 

子どもたちは元より、町民の皆さまに、宝達志水町で生まれ育ち、そして暮らすことができて良

かったと心から感じて貰えるよう、本計画の推進に努めてまいります。 

 

最後になりましたが、本計画の策定にあたり、ご尽力いただきました子ども・子育て会議の皆さ

まをはじめ、「第３期子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査」やパブリックコメント等を通

じて貴重なご意見を賜りました町民の皆さま、そして、関係者の皆さまに心より御礼申し上げます。 

 

  

                             宝達志水町長 
 

 

 

 

  

 

寳 達 典 久 
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第１章  計 画 策 定 にあたって 

１ 計画の趣旨と背景 

わが国では少子化が深刻化する中で、子育てをめぐる環境は変化し続けています。特に

女性の社会進出が進んだことによる待機児童の慢性的な発生や、核家族化の進行や地域

とのつながりの希薄化により、地域の人々から子育てに関する助言や支援を得られない

ことが全国的に大きな課題となりました。このような中で、いかに子どもにとって良い

育ちの環境を整備するのかが重要となっています。 

国では、少子化対策として平成１５年に制定された「次世代育成支援対策推進法」に基

づき、総合的な取り組みを進めてきました。子ども・子育てを取り巻く社会情勢の変化を

受け、平成２４年８月に「子ども・子育て関連３法」が制定され、子ども・子育てに関す

る支援制度が構築されました。新制度では、「子どもの最善の利益」が実現される社会を

めざすとの考えを基本に、制度・財源を一元化して新しい仕組みを構築し、子どもの幼児

期の学校教育・保育の一体的な提供、保育の量的拡充、家庭における養育支援等を総合的

に推進していくことが掲げられました。 

また、令和元年６月に「児童福祉法」および「児童虐待防止法」の改正により、児童虐

待の発生予防や虐待発生時の迅速かつ的確な対応が明確化され、同年１０月、重要な少

子化対策の１つとして、幼児教育・保育の無償化が実施されました。無償化は、幼児教育

の負担軽減を図ることで、すべての子どもたちに質の高い教育の機会を保障し、生涯に

わたる人格形成の基礎を培うことを目的としています。さらに、令和３年に「こども政策の

新たな推進体制に関する基本方針」が閣議決定、令和５年には「こども基本法」が施行され、「こ

どもまんなか社会」の実現をめざす「こども家庭庁」が創設されました。令和６年６月に子ども・

子育て支援法等の一部を改正する法律が成立し、こども未来戦略の「加速化プラン」が盛り込ま

れました。 

本町では、平成２７年に「第１期宝達志水町子ども・子育て支援事業計画」を策定し、

令和２年からは「第２期宝達志水町子ども・子育て支援事業計画」として、住民、地域、

行政の協働による子育て環境の整備に取り組んできました。しかし、本町においても深

刻な少子化や世帯規模の縮小、「共働き・共育て」による保育ニーズの変化等、子ども・

子育てを取り巻く環境は大きく変化しています。こども未来戦略「加速化プラン」として

「ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援が強化」されるとともに、「すべての

こども・子育て世帯を対象とする支援の拡充」等が求められています。 

以上のことを踏まえ、子どもの健やかな育ちと保護者の子育てを社会全体で支援する

環境を整備することを目的に、「第３期宝達志水町子ども・子育て支援事業計画（本計画）」

を策定しました。  
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、子ども・子育て支援法第６１条に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画

です。また、本計画は、上位計画である「宝達志水町総合計画」や、その他関連計画との

整合性を図るとともに、「子どもの権利条約」が定めるあらゆる子どもの人権の尊重と子

どもの最善の利益を考慮して策定しています。 

なお、本計画は、少子化解消推進対策とも深くかかわりを持つため、次世代育成支援対

策推進法に基づく「宝達志水町次世代育成支援行動計画」の考え方を継承するものとし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

本計画の期間は、令和７年度から令和１１年度までの５か年とします。計画の最終年度

である令和１１年度には、計画の達成状況の確認と見直しを行います。 

（年度） 

R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１４ R１５ R１６ 

          

第３期宝達志水町子ども・子育て 

支援事業計画（本計画） 

     

次期計画 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

  

宝達志水町総合計画 

関連計画 

・障害児分野    ・健康分野 

・男女共同参画   ・教育分野   等 

第３期宝達志水町子ども・子育て支援事業計画（本計画） 

整
合 

・子ども・子育て支援法 

・こども基本法 

・次世代育成支援対策推進法 

・子どもの権利条約 

整
合 

宝達志水町地域福祉計画 

評 価・ 

計画策定 

評 価・ 

計 画 策 定 
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899 860 835 806 785

6,024 5,939 5,807 5,701 5,575

4,747 4,696 4,684 4,629 4,595

11,670 11,495 11,326 11,136 10,955

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

年少（0〜14歳） 生産年齢（15〜64歳） 高齢者（65歳以上）

第２章  子 どもを取 り巻 く現 状  

１ 統計による本町の状況 

（１）人口等の推移 

①人口 

総人口の推移についてみると、年々減少傾向にあり、令和６年度では１１,８７７人とな

っています。また、年齢３区分別に人口の推移をみると、「０～１４歳」「１５～６４歳」

は年々減少しており、これまで増加傾向であった「６５歳以上」も令和２年度を境に、毎

年減少しています。 

 
■推移  （人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■推計  （人） 

 

  

資料：住民課（各年度３月３１日現在） 

令和６年度は７月末現在 

1,107 1,070 1,008 936 926

6,678 6,460 6,307 6,190 6,147

4,896 4,863 4,833 4,814 4,804

12,681 12,393 12,148 11,940 11,877

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

年少（0～14歳） 生産年齢（15～64歳） 高齢者（65歳以上）
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児童のいる世

帯（１人）

46.8%

児童のいる世帯

（２人）

40.3%

児童のいる世帯

（３人）

11.1%

児童のいる世帯

（４人以上）

1.8%

子ども1人

40.7%

子ども2人

40.3%

子ども3人

16.2%

子ども4人

2.4%

子ども5人

0.4%

345 352 331 285 277

466 434 426
410 413

296
284

251
241 241

1,107
1,070

1,008

936 931

0

200

400

600

800

1,000

1,200

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

0〜5歳 6〜11歳 12〜14歳

259 253 246 232 235

405 394 371 362 334

235
213

218
212 216

899
860 835

806 785

0

200

400

600

800

1,000

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

0〜5歳 6〜11歳 12〜14歳

資料：住民課（令和６年７月１日現在） 

②年少人口 

  年少人口についてみると、各年齢区分すべてで減少傾向にあり、令和６年度では「０～

５歳」が２７７人、「６～１１歳」が４１３人、「１２～１４歳」が２４１人となっていま

す。 

本町の子育て世帯の子どもの数は、全国と比較して多子世帯が多い傾向にあります。 

■推移  （人） 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■推計  （人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■子どものいる世帯の児童数 N=１,９４２ 【参考】国の統計：子どものいる世帯の児童数 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

資料：国の統計/児童数・世帯構造別統計表（令和４年） 

資料：住民課（各年度３月３１日現在） 

令和６年度は７月末現在 
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38 43
51

36 38

185 190
201

231

200

-147 -147 -150

-195

-162

-300

-200

-100

00

100

200

300

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

出生 死亡 自然増減

333

257

201

432

401
422

349 338

483

444

-89 -92

-137

-51 -43

-600

-400

-200

00

200

400

600

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

転入 転出 社会増減

（２）出生数、死亡数の推移 

出生数の推移についてみると、増減を繰り返しており、令和５年度では３８人となって

いる一方で、死亡数については令和４年度をピークに減少に転じました。すべての年度

で、出生数が死亡数を大きく下回っており、人口減少の１つの要因になっています。 

    （人） 

 

 

 

 

 

 

 

（３）転入者数、転出者数の推移 

転入者数、転出者数の推移についてみると、すべての年度において転出者数が転入者数

を上回っており、令和５年度では転入者数４０１人、転出者数４４４人となりました。 

    （人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民課（各年度３月３１日現在） 

資料：住民課（各年度３月３１日現在） 
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35 36

24
22

1616

10 10
13 12

0

10

20

30

40

50

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

婚姻件数 離婚件数

7.7 

64.7 

80.1 
76.4 

87.5 
90.0 89.6 

82.0 

75.5 

54.8

32.7
7.1 

78.4 

94.3 91.3 
88.0 89.6 88.1 87.8 

83.6 

62.0 

43.0 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成27年 令和2年

（４）婚姻件数、離婚件数の推移 

婚姻件数、離婚件数の推移についてみると、婚姻件数は概ね減少傾向にあり、離婚件数

は年度により増減はあるものの横ばいとなっています。令和５年度では婚姻件数が１６

件、離婚件数が１２件となっています。 

    （件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）女性の就業率 

女性の就業率についてみると、平成２７年では、３０代前半で一旦就業率が下がるＭ字

型カーブを描いています。令和２年では平成２７年と比べ、特に２０代後半の就業率が

９割を超えるなど、全体的に高い就業率になっています。 

     （%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査（各年１０月１日現在） 

資料：住民課（各年度３月３１日現在） 
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66 73 78
57 66 66

86 66
73

77 59 66

74 87 66
72 77 61

83 73 86

65 71 78

99
83 74

87
65 75

103

101
84

74
84 65

511

483

461

432
422

411

0

200

400

600

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

１年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生

4 5 2 6 4

58
32 44 40 33

63

61 36
52

41

63

69
68 41

50

58
63

67
68

41

70

57
67

65

66

422 422 422 422 422

316

287 284
272

235

0

100

200

300

400

500

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 定員数

（６）認可保育所の定員数と入所者数 

認可保育所の入所者数についてみると、令和２年度以降減少傾向にあり、令和６年度の

入所者数が２３５人、定員数が４２２人となっています。 

    （人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）小学校の在籍状況 

小学校の児童数についてみると、総児童数は年々減少傾向にあり、令和６年度では４１

１人と令和元年度と比べて１００人減少しています。 

    （人） 

 

 

 

 

 

 

  

資料：学校基本調査（各年度５月１日現在） 

資料：子育て応援室（各年度４月１日現在） 
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２ 子ども・子育て支援新制度におけるニーズ調査結果の概要 

（１）調査概要 

●調 査 地 域：宝達志水町全域 

●調査対象者：本町在住の「就学前児童」をお持ちの世帯・保護者（就学前児童調査） 

本町在住の「小学生児童」をお持ちの世帯・保護者（小学生児童調査） 

●抽 出 方 法：住民基本台帳より就学前児童２５４世帯（うち５８世帯は町外の保育所・

幼稚園に通っている児童、または未就園児）、小学生児童３２７世帯の合

計７２１世帯を抽出。１世帯に複数の児童がいる場合、「就学前児童」「小

学生児童」のそれぞれの長子とした。 

●調 査 期 間：令和６年１月４日（木）～１月２２日（月） 

●調 査 方 法：就学前児童のうち、町外の保育所・幼稚園に通っている児童、または未就

園児をお持ちの世帯・保護者には郵送配布・郵送回収による郵送調査法 

それ以外の就学前児童、小学生児童をお持ちの世帯・保護者には保育所・

学校を通じた直接配布・直接回収 

●回 収 率： 

調 査 票 
調査対象者数 

（配布数） 
有効回収数 有効回収率 

就 学 前 児 童 ２５４世帯 ２００件 ７８.７％ 

小 学 生 児 童 ３２７世帯 ３０３件 ９２.７％ 

合  計 ５８１世帯 ５０３件 ８６.６％ 

（２）調査結果の見方 

●回答結果の割合「％」は有効サンプル数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点以

下第２位で四捨五入したものです。そのため、単数回答（複数の選択肢から１つの選択

肢を選ぶ方式）であっても合計値が １００.０％にならない場合があります。このこと

は、本計画書内の分析文、グラフ、表においても反映しています。 

●複数回答（複数の選択肢から２つ以上の選択肢を選ぶ方式）の設問の場合、回答は選択

肢ごとの有効回答数に対して、それぞれの割合を示しています。そのため、合計が１０

０.０％を超える場合があります。 

●図表中において「不明・無回答」とあるものは、回答が示されていない、または回答の

判別が困難なものです。 

●本文中の設問の選択肢およびその他の自由記載で長文のものは、簡略化している場合

があります。 
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（３）結果の概要 

子どもを「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」または「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」を

選んだ方 

① 祖父母等の親族にみてもらっている状況〈複数回答〉 

祖父母等の親族にみてもらっている状況についてみると、就学前児童、小学生児童とも

に「祖父母等の親族の身体的・精神的な負担や時間的制約を心配することなく、安心して

子どもをみてもらえる」が５９.２（前回４９.２）％、６１.１（前回６１.１）％と、最も

高くなっています。 

【就学前児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小学生】 
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② 母親の就労状況〈単数回答〉 

母親の就労状況についてみると、就学前児童、小学生児童ともに「フルタイムで就労し

ている」が５４.５（前回４２.４）％、５６.４（前回５７.４）％と最も高くなっていま

す。 

【就学前児童】 

 

 

 

 

 

 

 

【小学生】 

 

 

 

 

 

 

 

 

定期的に教育・保育事業を「利用している」を選んだ方 

③ 教育・保育事業を利用している理由〈複数回答〉 

教育・保育事業を利用している理由について、「子育てをしている方が現在就労している」

が９３.０（前回８５.８）％と最も高く、次いで「子どもの教育や発達のため」が５８.７

（前回５６.５）％となっています。 

 

58.7 

93.0 

6.4 

1.2 

1.2 

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもの教育や発達のため

子育てをしている方が現在就労してい

る

子育てをしている方に就労予定がある

／求職中である

子育てをしている方が家族・親族等を

介護している

子育てをしている方に病気や障がい

がある

子育てをしている方が学生である

その他

不明・無回答

全体（n=172）

85.5 

56.4 

1.3 

32.3 

0.3 

6.9 

12.9 

4.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父親（n=303）

母親（n=303）

フルタイム パートタイム 専業主婦（夫） 不明・無回答

87.0 

54.5 

2.0 

28.5 

0.0 

12.5 

11.0 

4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父親（n=200）

母親（n=200）

フルタイム パートタイム 専業主婦（夫） 不明・無回答
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④ 土曜日と日曜日・祝日の、定期的な教育・保育事業の利用希望（一時的な利用除く）

〈単数回答〉 

土曜日と日曜日・祝日の定期的な教育・保育事業の利用希望についてみると、土曜日、日

曜日・祝日ともに「利用する必要はない」がそれぞれ６１.５（前回４６.５）％、８５.０（前

回７５.３）％と最も高くなっている一方で、土曜日では「ほぼ毎週利用したい」と「月に

１～２回は利用したい」をあわせると３５.０（前回５１.３）％となっています。 

また、希望する利用時間帯については、前回調査と同様、土曜日は開始時間が「８時」の

割合が高く、終了時間では「１７時」の割合が高くなっています。 

日曜日・祝日では、開始時間が「８時台」「９時台」が同率で高く、終了時間は「１５時

台」「１６時台」が同率で高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

件数 % 件数 %

7時 16 22.9 3 21.4

8時 28 40 4 28.6

9時 15 21.4 4 28.6

不明・無回答 11 15.7 3 21.4

【就学前児童】

開始時間

土曜日

（Ｎ=70）

日曜・祝日

（Ｎ=14）

件数 % 件数 %

12時 8 11.4 2 14.3

13時 2 2.9 0 0

14時 0 0 0 0

15時 6 8.6 3 21.4

16時 18 25.7 3 21.4

17時 19 27.1 2 14.3

18時 6 8.6 1 7.1

不明・無回答 11 15.7 3 21.4

【就学前児童】

終了時間

土曜日

（Ｎ=70）

日曜・祝日

（Ｎ=14）

＊事業の利用には一定の利用者負担が発生する 
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子どもが５歳以上の就学前児童の方のみ 

⑤ 小学校高学年（４～６年生）になったら、放課後（平日の小学校終了後）の時間をど

のような場所で過ごさせたいと思うか〈複数回答〉 

小学校になったら、放課後を過ごさせたいと思う場所についてみると、「自宅」が最も高

く、高学年では６０.５（前回５９.４）％で、「放課後児童クラブ〔学童保育〕」は２０.５

（前回３７.５）％となっています。 

 

⑥ 子どもが生まれた時の保護者の育児休業取得状況〈単数回答〉 

子どもが生まれた時の保護者の育児休業取得状況についてみると、母親では「取得した

（取得中である）」が５４.５（前回５４.６）％、父親では「取得していない」が７１.０

（前回８３.８）％と、それぞれ最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

49.0 

25.0 

4.0 

19.5 

42.5 

0.0

4.0 

5.5 

60.5 

21.5 

6.0 

23.5 

20.5 

0.0

6.5 

13.5 

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

祖父母宅や親族宅

友人・知人宅

習い事・スポーツ教室等

放課後児童クラブ

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園等）

不明・無回答

１～３年生（n=200） ４～６年生（n=200）
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⑦  宝達志水町に期待する子育て支援施策〈複数回答・５つまで〉 

宝達志水町のこれからの子育て支援施策についての期待についてみると、就学前児童で

「身近な公園等安全な遊び場の確保」が６４.５％、小学生では「児童手当等の経済的な支

援」が５８.４％と最も高くなっています。 

【就学前児童】            【小学生】 
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⑧ どのような人(場所)に相談していますか。（複数回答・５つまで〉 

子育てに関して、気軽に相談できる人や相談できる場所についてみると、「祖父母等の

親族」が８１.５％と最も高く、次いで「友人・知人」が７８.８％、「保育士」が４６.

０％となっています。 

 

 

宝達志水町は子育てしやすいところだと思いますか。（単数回答） 

＊前回設問「宝達志水町における子育て環境や支援への満足度」の５段階との比較 

                  【就学前】               【小学生】 

 

 

 

 

 

 

  

81.5 

78.8 

5.3 

9.5 

4.8 

46.0 

2.1 

0.0

15.9 

3.7 

1.6 

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

祖父母等の親族

友人・知人

近所の人

子育て支援施設（子育て支援センター

等）・ＮＰＯ

保健所・保健センター

保育士

幼稚園教諭

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

町の子育て支援窓口

その他

不明・無回答

全体（n=189）
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３ 前回計画の評価 

第２期計画で設定した目標事業量に対する達成状況は以下の通りです。 

（１）教育・保育事業 

■教育事業【１号認定（３～５歳）】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み ７人 ６人 ７人 ７人 ６人 

確保の内容 ２４人 ２４人 ２４人 ２４人 ２４人 

実績値 ６人 ６人 ６人 ２人  

 

教育事業【１号認定（３～５歳）】について、おおよそ見込み量通りの結果となりました。 

 

■保育事業【２号認定（３～５歳）】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み １９９人 １８９人 ２０５人 １９６人 １８１人 

確保の内容 ２１６人 ２１６人 ２１６人 ２１６人 ２１６人 

実績値 １９１人 １８６人 ２０３人 １７１人  

 

保育事業【２号認定（３～５歳）】について、おおよそ見込み量通りの結果となりました。 

 

■保育事業【３号認定（１・２歳児）】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み １２１人 １１２人 ９６人 ９３人 ８９人 

確保の内容 １３０人 １３０人 １３０人 １３０人 １３０人 

実績値 １２８人 １０２人 ９１人 ９２人  

 

保育事業【３号認定（１・２歳児）】について、おおよそ見込み量通りの結果となりまし

た。 

 

■保育事業【３号認定（０歳児）】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み ３９人 ３７人 ３６人 ３４人 ３３人 

確保の内容 ５２人 ５２人 ５２人 ５２人 ５２人 

実績値 ２４人 ３２人 ３３人 ２８人  

 

保育事業【３号認定（０歳児）】について、おおよそ見込み量通りの結果となりました。 
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（２）地域子ども・子育て支援事業 

■延長保育事業 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み １１０人 １０３人 １０３人 ９８人 ９３人 

確保の内容 １１０人 １０３人 １０３人 ９８人 ９３人 

実績値 ９８人 ６６人 ８４人 ７６人  

 

延長保育事業について、令和３年度では、見込み量を大幅に下回る結果となりました。 

 

■放課後児童健全育成事業 

【低学年】  

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み ８３人 ８１人 ７９人 ７５人 ７６人 

確保の内容 ８３人 ８１人 ７９人 ７５人 ７６人 

実績値 ６１人 ７２人 ７５人 ８２人  

 

放課後児童健全育成事業【低学年】について、見込み量通りの結果となりました。 

 

【高学年】  

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み ３０人 ２８人 ２７人 ２７人 ２７人 

確保の内容 ３０人 ２８人 ２７人 ２７人 ２７人 

実績値 １人 ４人 ８人 １３人  

 

放課後児童健全育成事業【高学年】について、見込み量を大幅に下回る結果となりました。 

 

■子育て短期支援事業  

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み １０人日 １０人日 １０人日 １０人日 １０人日 

確保の内容 １０人日 １０人日 １０人日 １０人日 １０人日 

実績値 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日  

 

子育て短期支援事業について、利用実績はありませんでした。 
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■地域子育て支援拠点事業  ※この事業のみひと月あたりの利用人数を基準にしています。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み １７０人回 １５９人回 １４１人回 １３５人回 １３１人回 

確保の内容 １７０人回 １５９人回 １４１人回 １３５人回 １３１人回 

実績値 ５３人回 ６３人回 １１２人回 １４７人回  

 

地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター）について、令和４年度まで見込み量を下

回っていましたが、令和５年度は上回る結果になりました。 

 

■一時預かり事業（幼稚園在園児対象型） 

幼稚園における在園児を

対象とした一時預かり 

（預かり保育） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 

確保の内容 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 

実績値 - - - -  

 

一時預かり事業（幼稚園在園児対象型）はありません。 

 

■一時預かり事業（在園児対象型を除く） 

幼稚園以外での 

一時預かり 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 

量の見込み １２５人日 １１９人日 １２９人日 １２４人日 １１４人日 

確保の内容 

（保育所での一

時預かり、トワイ

ライトステイ、ファ

ミリーサポートセ

ンター〔未就学

児〕を含む） 

１２５人日 １１９人日 １２９人日 １２４人日 １１４人日 

実績値 １３６人日 ７５人日 ６２人日 ２７７人日  

 

一時預かり事業（在園児対象型を除く）について、令和３年度・４年度で見込み量を大幅

に下回りましたが、５年度は上回る結果となりました。 

 

■病児・病後児保育事業 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み ３４人日 ３４人日 ３２人日 ３０人日 ２８人日 

確保の内容 ３４人日 ３４人日 ３２人日 ３０人日 ２８人日 

実績値 １６人日 ９人日 ８人日 １人日  

 

病児・病後児保育事業について、見込み量を大幅に下回る結果となりました。 
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■ファミリーサポートセンター事業（就学児のみ） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み ３５人日 ３３人日 ３３人日 ３２人日 ３３人日 

確保の内容 ３５人日 ３３人日 ３３人日 ３２人日 ３３人日 

実績値 ２１人日 ０人日 ０人日 ２人日  

 

ファミリーサポートセンター事業（就学児のみ）について、見込み量を大幅に下回る結果

となりました。 

 

■妊婦健康診査 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み ７００人 ６７２人 ６４４人 ６１６人 ６０２人 

確保の内容 ７００人 ６７２人 ６４４人 ６１６人 ６０２人 

実績値 ６５８人 ６８６人 ３８３人 ４８９人  

 

妊婦健康診査について、見込み量を大幅に下回る結果となりました。 

 

■乳児家庭全戸訪問事業 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み ５０人 ４８人 ４６人 ４４人 ４３人 

確保の内容 ５０人 ４８人 ４６人 ４４人 ４３人 

実績値 ４６人 ３４人 ４５人 ５２人  

 

乳児家庭全戸訪問事業について、おおよそ見込み量通りの結果となりました。 

 

■養育支援訪問事業 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み ２０人 ２０人 ２０人 ２０人 ２０人 

確保の内容 ２０人 ２０人 ２０人 ２０人 ２０人 

実績値 ５人 ３４人 ４３人 ３５人  

 

養育支援訪問事業について、見込み量を大幅に上回る結果となりました。 

 

■利用者支援事業 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 
量の見込み １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

確保の内容 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

実績値 １か所 １か所 １か所 １か所  

 

利用者支援事業は令和２年度から子育て世代包括支援センター１か所で実施しています。 
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（３）関連事業の評価 

基 本 目 標 １  地 域 に お け る 子 育 て を 支 え る 仕 組 み づ く り 

（１）保育サービスの充実 

一時預かり事業、病後児保育事業および放課後児童健全育成事業等の多様な保育サ

ービスを実施し、さらに、保育士の質の向上や施設整備等に取り組んでおり、保護者

の必要性にあわせた保育サービスを提供することができました。 

（２）子育て支援サービスの充実 

１８歳までの子ども医療費の無償化や児童手当給付金事業を適切に支給し、県の進

める「プレミアムパスポート事業」に協力するとともに、地域子育て支援センター事

業やマイ保育園登録事業による育児支援や出産・成長祝い金を支給する「宝たち成長

お祝い事業」等による経済支援事業を幅広く行いました。 

（３）子育て支援のネットワークづくり 

子育て応援室で子育て支援や学校での支援制度、ひとり親家庭や障害のあるお子さ

んへの支援など子育て関連事業を集約し、ＨＰや子育てパンフレットで周知を行って

います。また、相談窓口を周知するとともに、相談を受けた家庭に対して、速やかに

関係事業につなぐことができました。 

（４）児童の健全育成 

生涯学習課で子どもを対象とした図書館事業や公民館講座等の実施、およびグッド

マナーキャンペーン等への参加を通じて、児童の健全育成を図ることができました。 

（５）親子で遊べる、学べる環境の整備 

「身近な公園等安全な遊び場の確保」を望む声を受け、屋外型児童遊戯施設ほっぴ

ーパークを令和５年４月に開園し、子育て支援のさらなる進展を図りました。 

 

基 本 目 標 ２  子 ど も の 健 や か な 成 長 を 育 む 環 境 づ く り 

（１）家庭・地域の教育環境の向上 

学校支援ボランティア活動を通じ、子どもと地域住民の世代間交流を進めるなど、

家庭や教育環境の拡充を図ることができました。 

（２）子どもの安全を確保するための活動の推進 

県、警察、交通安全協会と協力して、保育所や小学校等で交通安全教室を開くとと

もに防犯カメラやバリアフリー化を実施し、通学路や公園の防犯整備等を進め、児童

の安全面での向上を図ることができました。 

 

基 本 目 標 ３  親 と 子 の 心 と か ら だ の 健 康 づ く り 

（１）親と子どもの健康の確保 

新生児全戸訪問事業など切れ目のない支援体制を強化し、妊産婦・乳幼児健診や子

ども医療費の医療機関窓口無料化等により、保護者と児童の健康面・成長面に適切な

支援を行うことができました。また、子どもが欲しくてもなかなか妊娠ができない夫

婦に対し、健診費用や保険適用となった特定不妊治療等の助成を行い、不妊治療への

後押しを行いました。 
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（２）こども家庭センターの設置 

「子育て世代包括支援センター」と「子ども家庭総合支援拠点」の機能を活かしな

がら、一体的な支援を行う相談機能を強化し、０歳から１８歳までの子育て家庭およ

び妊産婦に対し、妊娠期から子育て期にわたり切れ目のない子育て支援を提供しまし

た。 

（３）思春期保健対策の充実 

児童生徒に対して、性に関する正しい知識の普及および喫煙、薬物に関する教育の

推進を図り、不登校やいじめ対応の相談体制を充実させました。 

（４）食育の推進 

管理栄養士による指導等を通じて、離乳食や幼児食に関する保護者の不安の軽減を

図ることができました。また、幼児期から思春期に畑体験やクッキング実習などを通

じて、食の大切さや知識を学ぶとともに、食生活の重要性の啓発を図りました。 

 

基 本 目 標 ４  配 慮 が 必 要 な 子 ど も ・ 家 庭 を 支 え る 仕 組 み づ く り 

（１）児童虐待防止対策の推進 

伴走型相談支援を通じ妊娠期から予防的な介入を行うなど、要保護児童等に関係す

る団体が連携し、適切な対処を行うことができました。 

（２）障害児の自立支援 

すべての子どもが等しく認定こども園や放課後児童クラブを利用できるよう、気に

なる児童の支援や保育所での支援、小学校や保健所など関係機関による連携と支援等、

療養体制を整えました。また、子育て支援連絡会の開催を通じ保育所・小学校・中学

校において支援体制を整備し、連携して対応することができました。 

（３）ひとり親家庭への支援 

ひとり親家庭等医療費給付や子どもへの学習支援事業など、ひとり親家庭等に経済

面・教育面での支援を行うことができました。 

（４）子どもの貧困対策の推進 

ニーズ調査を活用し、現状分析および課題整理を行うとともに中学校への就学が困

難と認められる児童・生徒の保護者に学用品費や給食費など、就学に必要な経費の一

部を援助することができました。 

 

基 本 目 標 ５  仕 事 と 家 庭 を 両 立 さ せ る 環 境 づ く り 

（１）仕事と家庭（子育て）の両立 

企業・団体においては雇用に関する法制度の情報提供を通じて、家庭に対しては男

女の相互理解のミニセミナーを開催するなど、学習機会を提供することで仕事と家庭

を両立させる環境づくりに寄与することができました。また、保育所での多様なサー

ビス提供で共働き共育ての支援を進めました。 
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４ 宝達志水町の子育てにおける課題 

 統計データやニーズ調査結果、前回計画の評価から考えられる、本町の子育てにおけ

る課題は以下の通りです。 

課題その１ まち全体で子育てを支える意識の醸成 

 本町では、待機児童の発生もなく、子育て支援の施策に対する不満も少ないため、子

育て支援については充実していると考えられます。 

ニーズ調査では、心配することなく安心して子どもをみてもらえるとして「祖父母等

の親族」と答えた方が就学前児童で増えるとともに、子育てに関して気軽に相談できる

人や場所は「祖父母等の親族」「友人知人」に加え、「保育士やかかりつけ医」など子育

てにかかわる職種の割合も上昇しており、相談体制を含めて子どもや保護者にとって

良好な子育て環境であると考えられます。 

 一方、児童手当などの経済的な支援を求める声も大きく、身近な公園等安全な遊び場

の確保にも期待が高まっています。これからは、国の進める「子ども・子育て支援金制

度」等に対応するとともに、家庭だけでなく地域で、そしてまち全体で子育てを支える

意識の醸成が必要です。 

 

課題その２ 多様化する子育て支援ニーズへの対応 

 保護者の就労環境の変化により、土曜日・日曜日の保育や、病気の際の保育等保育に

対するニーズが多様化しています。 

特に本町では女性の就業率が２５～５４歳まで８０％を超えており、特に２５～３

４歳で９０％台と全国平均より高く、働く女性が非常に多い傾向があるため、子育て支

援に対するニーズは幅広いものになっています。 

本町では、共働き・共育てに対応し、既に細かなニーズに対応した事業も展開してい

ますが、保護者まで周知が届いていないケースもあるため、情報提供の手法について今

後検討が必要です。 
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課題その３ 子育てを通じた親子の成長 

 本町では、親子で遊べる環境や、親子で参加できるイベントや体験事業が少ないこと

が、保護者の声としてあがっています。子育てを通して育つのは子どもだけではありま

せん。親も子育てを通じて、子どもとともに成長をしていきます。親子がともに学び成

長ができる子育て環境を整備する必要があります。 

また、子育ては連鎖していくものであり、今の子育て環境で育った子どもが、親にな

った時には、その子育て環境が影響を及ぼします。そのため、未来の親となる子どもが、

将来安心して子育てを行うことができるよう、今の子育て環境を良くする必要があり

ます。 

子育て支援センターやこども家庭センターなどの相談支援体制の充実と利用促進に

より、子育てへの不安を解消するとともに、子育て支援の更なる充実を図る必要があり

ます。 

 

課題その４ 安心・安全の子育て環境づくり 

 本町における大きな課題として、道路や水路に危険な箇所があることや、害獣が増加

し、まちに降りてきているなど、子どもが生活する場の安全性の向上が求められていま

す。本町では登校時の巡回や見回りなど、子どもたちを地域全体で安心して安全に登校

できるよう見守っています。 

 さらに、子育て家庭が抱える問題の細分化や多様化により、支援制度のはざまの家庭

が出てきていることもあり、すべての家庭が、安心して安全に子育てができる環境を整

える必要があります。 
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第３章  計 画 の基 本 的 な方 向  

 

１ 計画の基本理念 

 

 

 

 

 

子ども・子育て支援法の基本理念において、子ども・子育て支援は、保護者が子育てに

ついての第一義的責任を持つという基本認識のもとに、家庭、学校、地域、職域その他の

地域社会のあらゆる分野の人々がそれぞれの役割を果たすこと、また、すべての子ども

が健やかに成長するために良質かつ適切なものであって、地域の実情に応じて総合的に

提供されることとされています。また、令和６年６月には、子ども・子育て支援法等の一

部を改正する法律が成立し、こども未来戦略の「加速化プラン」が盛り込まれました。 

 

子どもは、未来を担うかけがえのない宝であり、これからの本町の発展を考える上で欠

かせない貴重な人材です。しかしながら、少子化、核家族化、就労環境等、子どもや子育

て家庭を取り巻く環境がめまぐるしく変化する現代社会において、子育てに負担感や孤

独感を感じる親が増えてきており、子どもの健全な育成に影響を与えています。そのよ

うな中で、子どもが健やかに成長できるよう、家庭や地域、学校、認定こども園等が子ど

もの視点に立ち、子どもたちの権利が十分尊重される子育て社会を構築していくことが

望まれています。 

 

本町においては、前回計画である「第２期宝達志水町子ども・子育て支援事業計画」に

おいて、すべての子どもが幸せに育ち、すべての親がゆとりを持って子育てできるよう、

地域のみんなが子育てを温かく見守り、一体となって子育て支援を推進するため、「子ど

もは宝、明るく、笑顔がかがやく町」を基本理念として掲げ続けてきました。 

本計画においても、この流れを引き継ぎ、連続性並びに整合性を維持するために、基本

理念を継承します。 

『子どもは宝、明るく、笑顔がかがやく町』 
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２ 子ども子育て支援の重点的視点 

  今後の子ども・子育て支援の施策を進めるにあたり、以下の５項目を重点的な視点と

して定め、行政と住民や保護者、さらには関係団体や関係機関等と連携を図り、本計画

を実行します。 

視点その１  子どもの視点 

   子ども・子育て支援の推進にあたり、子どもの幸せを第一に考え、子どもの利益が最

大限に尊重されるよう配慮し、男女が協力して子育てをするという視点に立った取り組

みが重要です。 

 

 
 

視点その２  保護者の視点 

   多様化するニーズと保護者の視点に立った柔軟かつ総合的な取り組みが重要です。 

 

 

  

視点その３  次代の親づくりという視点 

   子どもは次代の親となるものという認識のもと、豊かな人間性を形成し、自立して

家庭を持つことができるよう、長期的な視点に立った児童の健全育成のための取り組み

が重要です。 

 

  

 

視点その４  親子の健康づくりという視点 

   親子の健康維持のみならず、精神的なサポートを積極的に行い、親子を孤立させな

いという視点が重要です。 

 
 

 

視点その５  すべてのこども・子育て世帯への支援の視点 

   子どもを心身ともに健やかに育むためには、すべての家庭が安心して子育てできる

環境を作るという視点が重要です。 

  

子どもの幸せを第一に考え、子どもの利益を最大限尊重し、子どもが愛情豊かに健

全に育まれ、安全で親や家族が安心できる、地域における子育ての推進を図ります。 

子育てと仕事との両立支援のみならず、配慮が必要な子ども・家庭を支えるなど、

すべてのこども・子育て世帯への支援を推進します。 

子育ては“人づくり”であり、次の世代に親となる子どもたちに、親になることの

心構え等の教育や働きかけを支援します。 

社会環境の変化や保護者の価値観の多様化に伴い、共働き・共育てなど、子育て支

援に係るニーズの多様化に対応したサービスの推進に取り組みます。 

妊娠から出産、育児までの一貫した母子保健サービスを提供するほか、子育て世帯

が精神的に孤立しないようにライフステージを通じた子育てを支援します。 
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３ 計画の基本目標 

 各施策の推進にあたっては、重点的視点に基づいた以下の５つの基本目標を掲げ、それ

ぞれの目標に応じた施策を推進します。 

 

基本目標１  地域における子育てを支える仕組みづくり 

子どもや保護者の視点に立ち、保育の無償化や完全給食無償化および小中学校の学校

給食完全無償化など、子育て世帯への経済的支援の充実を図るとともに、地域における

子育てネットワークの強化を図り、家庭と地域の子育て力の向上に努めます。また、親

子がともに学び、成長ができる子育て環境の整備に努めます。また、宝たち成長祝い金

や子ども医療費無償化など、ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援を強化し

ます。 

 

基本目標２  子どもの健やかな成長を育む環境づくり 

次代の担い手である子どもたちが、個性豊かにたくましく生きる力を伸ばし、力強く

未来を切り拓いていくことができるよう、学校教育環境の整備を進めるとともに、学校、

家庭、地域、行政が連携しながら、家庭や地域における教育環境や生活環境等の向上に

努めます。さらに、すべてのこども・子育て世帯を対象とする支援を拡充します。 

 

基本目標３  親と子の心とからだの健康づくり 

親が安心して子どもを産むことができ、また、次代を担う子どもたちが健やかに成長

できるよう、医療や福祉、教育等が連携することにより、切れ目のない保健サービスの

提供に努めます。 

 

基本目標４  配慮が必要な子ども・家庭を支える仕組みづくり 

様々な課題や困難を抱える子どもや家庭に対して、地域が一体となってきめ細かな支

援を行うことで、不登校の児童生徒を含めて、すべての子どもや家庭を温かく見守るこ

とができる仕組みづくりを進めます。 

 

基本目標５  仕事と家庭を両立させる環境づくり 

子育て中の保護者が仕事と家庭を両立させ、充実した毎日を過ごすことができるよう、

だれもが働きやすい環境づくりに向けて共働き・共育てを推進し、意識啓発や各種制度

の普及啓発を進めます。 
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４ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 

子どもは宝、明るく、笑顔がかがやく町 

重点的視点

☆ 子どもの幸せを第一に考え、子どもの利益を最大限尊重し、子どもが愛情豊かに健全に育まれ、安全 

で親や家族が安心できる、地域における子育ての推進を図ります。さらに、子ども・子育て支援金制

度などに対応して、財政基盤の確保と見える化を進めます。 

☆ 社会環境の変化や保護者の価値観の多様化に伴い、子育て支援に係るニーズの多様化に対応したサー

ビスの推進に取り組みます。また、すべてのこども・子育て世帯を対象とする支援を拡充します。 

☆ 子育ては“人づくり”であり、次の世代に親となる子どもたちに、親になることの心構え等の教育や

働きかけを支援します。 

☆ 妊娠から出産、育児までの一貫した母子保健サービスを提供するほか、子育て世帯が精神的に孤立し 

ないように支援します。さらに、ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援を強化します。 

☆ 子育てと仕事との両立支援のみならず、配慮が必要な子ども・家庭を支えるなど、すべての子どもと

家庭への支援を推進するとともに、「共働き・共育ての推進」等の施策を進めます。 

基本目標１ 

地域における子育てを支える 

仕組みづくり 

基本目標４ 

配慮が必要な子ども・家庭を 

支える仕組みづくり 

１．保育サービスの充実 

２．子育て支援サービスの充実 

３．子育て支援のネットワークづくり 

４．児童の健全育成 

５．親子で遊べる、学べる環境の整備 

１．家庭・地域の教育環境の向上 

２．子どもの安全を確保するための活動の推進 

１．親と子どもの健康の確保 

２．思春期保健対策の充実 

３．食育の推進 

１．児童虐待防止対策の推進および早期療養支援 

２．障害のある子どもの自立支援 

３．ひとり親家庭への支援 

４．子どもの貧困対策の推進 

１．仕事と家庭（子育て）の両立 

基本目標 主な施策 

基本目標２ 

子どもの健やかな成長を 

育む環境づくり 

基本目標３ 
 

親と子の心とからだの健康づくり 

基本目標５ 

仕事と家庭を両立させる 

環境づくり 
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第４章  教 育 ・ 保 育 、 地 域 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 事 業 計 画  

１ 教育・保育提供区域について 

子ども・子育て支援法では、本計画において「教育・保育」、「地域子ども・子育て支援

事業」を提供する区域（以下「教育・保育提供区域」という。）を定め、当該区域ごとに

「量の見込み」、「確保の内容」、「実施時期」を定めることとされています。 

区域の設定にあたっては、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教

育・保育の利用状況、教育・保育を提供するための施設の整備の状況、その他の条件を総

合的に勘案するとともに、地域の実情に応じて保護者や子どもが居宅より容易に移動す

ることが可能な区域を定めることとなっています。 

本町においては、効率的な資源の活用を可能とし、町内のニーズを柔軟に吸収できるよ

う、教育・保育および地域子ども・子育て支援事業の提供区域を次の通り定めます。 

■教育・保育および地域子ども・子育て支援事業の提供区域 

事業区分 提供区域 考え方 

教
育
�
保
育 

１号認定（３～５歳：教育） 

町内全域 

利用実態や供給体制の状況を踏まえ、

町内全域とします。 

２号認定（３～５歳：保育） 

３号認定（０～２歳：保育） 

乳児等通園支援事業 

地
域
子
�
	
�
子
育


支
援
事
業 

一時預かり事業 
教育・保育施設での利用が想定される

ため、教育・保育提供区域とします。 
延長保育事業 

病児・病後児保育事業 

妊婦健康診査 

利用実態や供給体制の状況を踏まえ、

町内全域とします。 

乳児家庭全戸訪問事業 

産後ケア事業 

養育支援訪問事業 

子育て世帯訪問支援事業 

利用者支援事業 

地域子育て支援拠点事業 

子育て短期支援事業 

ファミリーサポートセンター事業 

放課後児童健全育成事業 

児童育成支援拠点事業 

今後、必要性も含めて検討を行いま

す。 

親子関係形成支援事業 

実費徴収に係る補足給付を行う事業  

多様な主体が本制度に参入する 

ことを促進するための事業 
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２ 保育の必要性の認定について 

子ども・子育て支援法では、保護者の申請を受けた市町村が、客観的基準に基づき教育・

保育施設利用のための認定（支給認定）をあらかじめ行った上で、給付を支給する仕組み

となっています。 

 

■認定区分 

認定区分 対象者 対象施設 

１号認定 
満３歳以上で、学校教育のみを希望する子ども 

（保育の必要性なし） 

幼稚園 

認定こども園 

２号認定 満３歳以上で、保育を必要とする子ども 
保育所 

認定こども園 

３号認定 満３歳未満で、保育を必要とする子ども 

保育所 

認定こども園 

小規模保育等 

 

■保育の必要性の認定基準 

保育の必要性の認定（２号、３号の認定）にあたっては、以下の３点を勘案して運用

を行います。 

保育の必要性の認定基準 

事由 

①就労 

フルタイムのほか、パートタイム、夜間の就労等、基本的にすべての就労 

②就労以外の事由 

保護者の疾病・障害、妊娠・出産、同居または長期入院中の親族の介護・看護、

災害復旧、求職活動、就学、虐待やＤＶのおそれ、育児休業中で既に保育利用

中の子どもが継続利用、またそれらに類するものとして町が認める場合 

区分 

（保育の 

必要量） 

①保育標準時間 

主にフルタイムの就労を想定した長時間利用 

（現行の１１時間の開所時間に相当） 

②保育短時間 

主にパートタイムの就労を想定した短時間利用 

（本町では就労の下限時間を４８時間／月に設定） 

優先利用 
ひとり親家庭、生活保護世帯、失業等により就労の必要性が高いケース、虐待や

ＤＶのおそれのあるケース等 
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３ 幼児期の学校教育・保育（量の見込み、提供体制の確保内容、実施時期） 

（１）各年度における教育・保育の量の見込み 

■教育・保育の量の見込み 

 
令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和９ 

年度 

令和１０ 

年度 

令和１１ 

年度 

認定こども園 

利用者 
２４６人 ２６７人 ２５４人 ２６２人 ２４１人 ２４７人 

幼稚園 

利用者 
２人 ４人 ３人 ３人 ２人 ２人 

合計 ２４８人 ２７１人 ２５７人 ２６５人 ２４３人 ２４９人 

※量の見込みは、ニーズ調査において算出した合計値から、各実績の割合等を勘案し見込んだ数値 

 

（２）教育・保育の提供体制の確保内容およびその実施時期 

提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※令和７年度は認定こども園３か所になります。 
  

○令和６年度現在、町内には幼稚園・幼保連携型認定こども園はありませんが、現在、幼稚園

に通園されている方は近隣他市の施設を利用されているため、今後も教育に係る見込み量に

ついては他市の施設において確保できるものとしています。 

○令和６年度における保育の定員数では、４００名（認定こども園４か所＊）の提供体制がある

ため、令和１１年度までの見込み量を十分に満たすことが可能です。 

○令和７年度から令和１１年度にかけては、子どもの人口の減少とともに見込み量も減少傾向

にあるため、将来的には保育施設の再整備を進め、柔軟に子どもを受け入れることができる

体制づくりに努めます。 
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■教育・保育：「量の見込み」に対する「確保の内容」および「実施時期」 

 

令和７年度 令和８年度 

１号 ２号 
３号 

１号 ２号 
３号 

０歳 １歳 ２歳 ０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 

（必要利用定員総数） 
４人 １５８人 ３０人 ３８人 ４１人 ３人 １４７人 ２９人 ３８人 ４０人 

②（他市町の子ども） ２人 １０人 ２人 ２人 ２人 ２人 １０人 ２人 ２人 ２人 

③確保の 

内容 

教育・ 

保育 

施設 

町内 １８人 １６２人 ３９人 ３９人 ４２人 １８人 １６２人 ３９人 ３９人 ４２人 

町外 ２人 １０人 ２人 ２人 ２人 ２人 １０人 ２人 ２人 ２人 

（確認を

受けない

幼稚園） 

町内 － － － － － － － － － － 

町外 － － － － － － － － － － 

地域型保育事業 － － － － － － － － － － 

③－（①＋②） １４人 ４人 ９人 １人 １人 １５人 １５人 １０人 １人 ２人 

 

 

令和９年度 令和１０年度 

１号 ２号 
３号 

１号 ２号 
３号 

０歳 １歳 ２歳 ０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 

（必要利用定員総数） 
３人 １４６人 ３８人 ３８人 ４０人 ３人 １３５人 ２７人 ３８人 ４０人 

②（他市町の子ども） ２人 １０人 ２人 ２人 ２人 ２人 １０人 ２人 ２人 ２人 

③確保の 

内容 

教育・ 

保育 

施設 

町内 １８人 １６２人 ３９人 ３９人 ４２人 １８人 １６２人 ３９人 ３９人 ４２人 

町外 ２人 １０人 ２人 ２人 ２人 ２人 １０人 ２人 ２人 ２人 

（確認を

受けない

幼稚園） 

町内 － － － － － － － － － － 

町外 － － － － － － － － － － 

地域型保育事業 － － － － － － － － － － 

③－（①＋②） １５人 １６人 １人 １人 ２人 １５人 ２７人 １２人 １人 ２人 

 

 

令和１１年度 

１号 ２号 
３号 

０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 

（必要利用定員総数） 
３人 １４１人 ２６人 ３８人 ４１人 

②（他市町の子ども） ２人 １０人 ２人 ２人 ２人 

③確保の 

内容 

教育・ 

保育 

施設 

町内 １８人 １６２人 ３９人 ３９人 ４２人 

町外 ２人 １０人 ２人 ２人 ２人 

（確認を

受けない

幼稚園） 

町内 － － － － － 

町外 － － － － － 

地域型保育事業 － － － － － 

③－（①＋②） １５人 ２１人 １３人 １人 １人 

※表中の「③－（①＋②）」とは、量の見込みに対する提供体制の過不足を表しており、数値がマイナスの場合、待機児童が発生している

ことを示す。 
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■乳児等通園支援事業【新規】に対する「確保の内容」および「実施時期」 

  令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

０歳児 

① 量の見込み ０人 ６人 ６人 ５人 ５人 

② 確保の内容 
見込み量に対する提供体制は十分に確保できており、 

期間中の実施をめざします。 

１歳児 

① 量の見込み ０人 ７人 １０人 １３人 １５人 

② 確保の内容 
見込み量に対する提供体制は十分に確保できており、 

期間中の実施をめざします。 

２歳児 

① 量の見込み ０人 １１人 １２人 １３人 １４人 

② 確保の内容 
見込み量に対する提供体制は十分に確保できており、 

期間中の実施をめざします。 

 

 
 

４ 学校教育・保育の一体的な提供と体制の確保 

子ども・子育て支援新制度では、保護者の就労状況等にかかわらず、そのニーズや選択

に応じた多様で総合的な子育て支援を進めることをめざしています。 

幼稚園と保育所の機能や特徴を併せ持ち、地域の子育て支援も行う認定こども園は、教

育・保育を一体的に受けることが可能な施設として位置づけられ、国では、認定こども園

の認可・認定手続きの簡素化等により、新たな設置や移行をしやすくするなど、普及のた

めの施策を打ち出しています。 

本町のすべての保育所は、保育所型認定こども園に移行しました。保育における保育の

質を十分に確保しながら、教育においても５歳児は英語、４歳児はスポーツ、３歳児はリ

トミックに取り組んでおり、教育の視点を広げていきます。 

さらに、「新・放課後子ども総合プラン」において、小学生児童の学校教育と保育の一

体的提供として、放課後児童クラブと放課後子供教室の一体的な実施や、小学校の空き

教室の活用が求められています。本町では統合する小学校の空き教室を放課後児童クラ

ブに改修・整備を行い、児童の安心・安全を推進しています。また、今後も放課後児童ク

ラブと学校教育との連携を深めながら、より安全で一体的な提供体制の確保に努めてま

いります。 
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５ 地域子ども・子育て支援事業（量の見込み、提供体制の確保内容、実施時期） 

（１）各年度における地域子ども・子育て支援事業の量の見込み 

■地域子ども・子育て支援事業の量の見込み 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

利用者支援事業 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

妊婦健康診査 ７１人/年 ６７人 ６４人 ６２人 ６０人 ５８人 

乳児家庭全戸訪問事業 ４０人/年 ３７人 ３６人 ３４人 ３３人 ３２人 

産後ケア事業【新規】 ０人/年 １人 １人 １人 １人 ０人 

養育支援訪問事業(世帯) １７人/年 １６人 １６人 １５人 １５人 １４人 

子育て世帯訪問支援事業（訪

問による生活の支援）【新規】 
１６世帯 １３世帯 １３世帯 １３世帯 １３世帯 １２世帯 

地域子育て支援拠点事業 ７５人回/月 ７０人回 ７３人回 ６９人回 ６６人回 ６５人回 

一時預か

り事業 

幼稚園在園児対

象型 
０人日/年 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 

在園児対象型を

除く（ファミサポの未

就学児利用含む） 

５９人日/年 ５５人日 ５４人日 ５２人日 ４９人日 ５０人日 

延長保育事業 ７６人/年 ７４人 ７３人 ７１人 ６７人 ６８人 

病児・病後児保育事業 ９人日/年 ９人日 ９人日 ８人日 ８人日 ８人日 

子育て短期支援事業 ０人日/年 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 

ファミリーサポートセンター事業 ２人日/年 ２人日 ２人日 ２人日 ２人日 ２人日 

放課後児

童健全育

成事業 

低学年 ６３人/年 ６３人 ５６人 ５１人 ５１人 ４６人 

高学年 ６人/年 ２人 ２人 ２人 ２人 ２人 
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（２）地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保内容およびその実施時期 

①利用者支援事業 

■利用者支援事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」および「実施時期」   

  令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

こども家庭セン

ター型 

①量の見込み  １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

②確保の内容 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

妊婦等包括相

談支援事業型 

【新規】 

①量の見込み １１１回 １０８回 １０２回 ９９回 ９６回 

②確保の内容 １１１回 １０８回 １０２回 ９９回 ９６回 

提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

②妊婦健康診査 

■妊婦健康診査：「量の見込み」に対する「確保の内容」および「実施時期」   

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

① 量の見込み ６７人 ６４人 ６２人 ６０人 ５８人 

② 確保の内容 ６７人 ６４人 ６２人 ６０人 ５８人 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

実施場所 各医療機関 各医療機関 各医療機関 各医療機関 各医療機関 

提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

  

○妊婦健康診査については、現在、各医療機関において無料で実施しており、今後も受診し

やすい体制の整備に努め、見込み量に対する提供体制を十分に確保していきます。 

○利用者支援事業については、現在、こども家庭センターを設置し、一体的な相談支援体制

を整備しており、今後広報等による周知に力を入れ、体制の整備に努めます。 

○妊婦等包括相談支援事業【新規】については、妊婦・その配偶者等に対して面談等により

情報提供や相談等（伴走型相談支援）を行うため、ニーズの把握に努めるとともに、今後

の国の動向等を踏まえる中で検討していきます。 
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③乳児家庭全戸訪問事業 

■乳児家庭全戸訪問事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」および「実施時期」   

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

① 量の見込み ３７人 ３６人 ３４人 ３３人 ３２人 

②  確保の内容 ３７人 ３６人 ３４人 ３３人 ３２人 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

④産後ケア事業【新規】 

■産後ケア事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」および「実施時期」   

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

① 量の見込み １人 １人 １人 １人 ０人 

②  確保の内容 １人 １人 １人 １人 ０人 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

⑤養育支援訪問事業 

■養育支援訪問事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」および「実施時期」 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

①  量の見込み １６人 １６人 １５人 １５人 １４人 

②  確保の内容 １６人 １６人 １５人 １５人 １４人 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 
 

提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

  

○養育支援訪問事業については、実施状況が少数であるため、今後の見込み量に対する提供

体制は十分に確保できている状況です。 

○乳児家庭全戸訪問事業については、現在、保健師等が乳児のいる家庭を訪問しており、今

後の見込み量に対する提供体制は十分に確保できている状況です。 

○産後の身体の回復や育児に不安がある場合に、医療機関で身体的および心理的ケアを提供

しており、今後の見込み量に対する提供体制は十分に確保できている状況です。 
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⑥子育て世帯訪問支援事業（訪問による生活の支援）【新規】 

■子育て世帯訪問支援事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」および「実施時期」   

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

① 量の見込み １３世帯 １３世帯 １３世帯 １３世帯 １２世帯 

②  確保の内容 見込み量に対する提供体制は十分に確保できる予定です。 

提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

 

⑦地域子育て支援拠点事業 

■地域子育て支援拠点事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」および「実施時期」 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

① 量の見込み ７０人回 ７３人回 ６９人回 ６６人回 ６５人回 

② 確保の内容 ７０人回 ７３人回 ６９人回 ６６人回 ６５人回 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

施設数 
一般型 

１か所 
一般型 

１か所 
一般型 

１か所 
一般型 

１か所 
一般型 

１か所 

提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

 

  

○要支援児童、要保護児童およびその保護者、特定妊婦等を対象（支援を要するヤングケアラ

ー含む）に、世帯を訪問し、子育てに関する情報の提供、家事・養育に関する援助等を行う

事業です。実施状況が少数であるため、今後の見込み量に対する提供体制は十分に確保でき

ている状況で、今後は宝達志水町子ども・子育て会議において検討します。 

○地域子育て支援拠点事業については、現在、町内１か所において実施しています。 

○今後も多くの方に利用していただけるよう、子育てに役立つ内容や魅力ある情報を発信しな

がら、子育ての不安や悩みを相談でき、お子さん同士の交流ができるよう提供体制を十分に

確保していきます。 
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⑧一時預かり事業 

■一時預かり事業（幼稚園在園児対象型）：「量の見込み」に対する「確保の内容」および「実施時期」  
幼稚園における在園児を対象とした一時

預かり（預かり保育） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

① 量の見込み ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 

② 確保の内容 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

施設数 ０か所 ０か所 ０か所 ０か所 ０か所 

■一時預かり事業（在園児対象型を除く）：「量の見込み」に対する「確保の内容」および「実施時期」 

幼稚園以外での一時預かり 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

① 量の見込み ５５人日 ５４人日 ５２人日 ４９人日 ５０人日 

② 確保の内容 
（認定こども園での一時預かり、トワイライトステ

イ、ファミリーサポートセンター〔未就学児〕を含

む） 

５５人日 ５４人日 ５２人日 ４９人日 ５０人日 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

施設数 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 

提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨延長保育事業 

■延長保育事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」および「実施時期」  

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

① 量の見込み ７４人 ７３人 ７１人 ６７人 ６８人 

② 確保の内容 ７４人 ７３人 ７１人 ６７人 ６８人 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

施設数 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 

提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

  

○一時預かり事業（在園児対象型を除く）については、現在、町内すべての認定こども園にお

いて実施しており、毎年度一定の利用があるため、今後も体制の強化を図ることにより、見

込み量に対する提供体制は十分に確保できるものとしています。 

○一時預かり事業（幼稚園在園児対象型）については、現在、町内に幼稚園がないため、事

業量を見込んでいません。しかし、希望する方については、管外保育を行っている幼稚園

において実施しています。 

○延長保育事業については、現在、町内のすべての認定こども園において実施しており、今

後も利用者数の増加に対応できるよう体制の強化を図り、見込み量に対する提供体制を十

分に確保していきます。 
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⑩病児・病後児保育事業 

■病児・病後児保育事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」および「実施時期」  

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

① 量の見込み ９人日 ９人日 ８人日 ８人日 ８人日 

② 確保の内容 ９人日 ９人日 ８人日 ８人日 ８人日 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

⑪子育て短期支援事業（ショートステイ） 

■子育て短期支援事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」および「実施時期」  

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

① 量の見込み ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 

② 確保の内容 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

⑫ファミリーサポートセンター事業 

■ファミリーサポートセンター事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」および「実施時期」  

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

① 量の見込み ２人日 ２人日 ２人日 ２人日 ２人日 

② 確保の内容 ２人日 ２人日 ２人日 ２人日 ２人日 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

  

○子育て短期支援事業については、実施体制を整備していますが、利用実績はこれまでない

ため、今後、広報等による周知に努めます。 

○病児・病後児保育事業については、現在、町内１か所において病後児保育のみ実施してお

り、今後広報等による周知に力を入れ、利用を促すとともに体制の強化を図り、見込み量

の確保に努めます。 

○ファミリーサポートセンター事業については、毎年度一定の利用があるため、引き続き提

供体制の確保に努めます。 
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⑬放課後児童健全育成事業（学童保育） 

■放課後児童健全育成事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」および「実施時期」 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

① 量の見込み 
低学年 ６３人 ５６人 ５１人 ５１人 ４６人 

高学年 ２人 ２人 ２人 ２人 ２人 

② 確保の内容 
低学年 ６３人 ５６人 ５１人 ５１人 ４６人 

高学年 ２人 ２人 ２人 ２人 ２人 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

⑭児童育成支援拠点事業（子どもの居場所支援）【新規】 

提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

 

⑮親子関係形成支援事業（親子関係の構築に向けた支援）【新規】 

提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

⑯実費徴収に係る補足給付を行う事業 

提供体制、確保策の考え方 

 

 

 
 

⑰多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

○実費徴収に係る補足給付を行う事業については、現在は整備されていませんが、今後は宝

達志水町子ども・子育て会議において、必要性を含めて検討します。 

○多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業については、現在は整備されて

いませんが、今後は宝達志水町子ども・子育て会議において、必要性を含めて検討します。 

○放課後児童健全育成事業については、現在、町内２か所において実施しており、今後の見

込み量に対する提供体制は十分に確保できるものとしています。 

○養育環境等の課題（虐待リスクが高い、不登校等）を抱える主に学齢期の児童を対象に、

児童の居場所となる拠点を開設し、児童に生活の場を与えるとともに児童や保護者への相

談等を行う事業です。 

〇現在は整備されていませんが、今後は宝達志水町子ども・子育て会議において、必要性を

含めて検討します。 

○要支援児童、要保護児童およびその保護者、特定妊婦等を対象に、親子間の適切な関係性

の構築を目的とし、子どもの発達の状況等に応じた支援を行う事業です。 

〇現在は整備されていませんが、今後は宝達志水町子ども・子育て会議において、必要性を

含めて検討します。 
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第５章  子 ども・子 育 て支 援 関 連 事 業  

基本目標１ 地域における子育てを支える仕組みづくり 関連事業 

（１）保育サービスの充実 

保育料の無償化 ４２ページ 

保育所給食完全無償化【新規】 ４２ページ 

多様な保育サービスの実施 ４３ページ 

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） ４３ページ 

子育て短期支援事業 ４４ページ 

一時預かり事業 ４４ページ 

病後児保育事業 ４５ページ 

ファミリーサポートセンター事業 ４５ページ 

保育の質の向上 ４６ページ 

保育施設整備 ４６ページ 

（２）子育て支援サービスの充実 

地域子育て支援センター事業 ４７ページ 

マイ保育園登録事業 ４７ページ 

児童手当給付事業 ４８ページ 

宝たち成⻑お祝い事業（出産祝⾦） ４８ページ 

宝たち成⻑お祝い事業（成⻑祝⾦） ４９ページ 

プレミアムパスポート事業 ４９ページ 

乳児等のための支援給付（こども誰でも通園制度）【新規】 ４９ページ 

（３）子育て支援のネットワークづくり 

地域における子育て支援サービス等のネットワーク形成 ５０ページ 

子育てパンフレットの作成・配布 ５１ページ 

地域子育て世代間交流の推進 ５１ページ 

（４）児童の健全育成 

学校給食費の無償化【新規】 ５２ページ 

放課後や週末等の居場所づくりの推進 ５３ページ 

夏季および冬季の休日等における子どもの居場所づくり ５４ページ 

様々な社会資源や団体の連携による児童の健全育成 ５５ページ 

（５）親子で遊べる、学べる環境の整備 

児童遊戯施設整備事業 ５６ページ 
 

基本目標２ 子どもの健やかな成長を育む環境づくり 関連事業 

（１）家庭・地域の教育環境の向上 

家庭教育に関する学習機会や情報提供の充実 ５７ページ 
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世代間交流の推進 ５８ページ 

（２）子どもの安全を確保するための活動の推進 

犯罪・事故等の被害から子どもを守るための取り組みの推進 ５９ページ 

町内における防犯カメラの整備 ６０ページ 

交通安全教育の実施 ６０ページ 

公共施設等におけるバリアフリー化の推進 ６１ページ 

防犯性の高い建物部品、優良防犯機器の普及促進  ６１ページ 

防犯講習の実施 ６２ページ 

通学路や公園等における防犯設備の整備 ６３ページ 

 

基本目標３ 親と子の心とからだの健康づくり 関連事業 

（１）親と子どもの健康の確保 

訪問・保健指導の充実 ６４ページ 

健康診査等の充実 ６５ページ 

相談指導の充実 ６６ページ 

妊娠期からの継続した支援体制の整備 ６６ページ 

小児医療体制の充実 ６７ページ 

子どもの事故予防のための啓発 ６７ページ 

新⽣児全⼾訪問事業 ６８ページ 

子ども医療費給付 ６８ページ 

未熟児養育医療の給付 ６９ページ 

定期予防接種の周知および費用負担 ６９ページ 

任意予防接種の助成 ７０ページ 

不妊治療および不育治療の治療費助成 ７１ページ 

グループワークの実施 ７２ページ 

子育て世代包括支援センター（こども家庭センターへの移行・拡充） ７２ページ 

こども家庭センターの設置【新規】 ７３ページ 

産後ケア事業【新規】 ７３ページ 

妊婦等包括相談支援事業【新規】 ７３ページ 

保育所におけるフッ化物洗口【新規】 ７４ページ 

（２）思春期保健対策の充実 

性に関する正しい知識の普及 ７５ページ 

喫煙や薬物に関する教育の推進 ７５ページ 

学童期・思春期における相談体制の充実 ７６ページ 

（３）食育の推進 

乳幼児期における食に関する学習機会や情報の提供 ７７ページ 

食に関する学習機会や情報の提供 ７８ページ 

保育所における食育の推進【新規】 ７８ページ 
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基本目標４ 配慮が必要な子ども・家庭を支える仕組みづくり 関連事業 

（１）児童虐待防止対策の推進および早期療養支援 

要保護児童への支援体制の充実 ７９ページ 

虐待の早期発見・早期対応の充実 ８０ページ 

虐待に関する情報の周知 ８０ページ 

発達支援事業【新規】 ８１ページ 

（２）障害のある子どもの自立支援 

療育体制の整備 ８２ページ 

特別支援教育の充実 ８２ページ 

認定こども園や放課後児童健全育成事業における障害のある子どもの

受け入れ 

８３ページ 

特別児童扶養手当【県事業】 ８３ページ 

育成医療【県事業】 ８４ページ 

子育て支援連絡会 ８４ページ 

（３）ひとり親家庭への支援 

相談体制の充実【県事業】 ８５ページ 

ひとり親家庭等医療費給付 ８５ページ 

児童扶養手当【県事業】 ８６ページ 

ひとり親家庭の子どもへの学習支援事業 ８６ページ 

（４）子どもの貧困対策の推進 

子どもの貧困対策を進めるための調査・研究 ８７ページ 

生活困窮世帯への学習支援事業【県事業】 ８７ページ 

関係機関への子どもの貧困対策についての周知啓発 ８８ページ 

児童生徒就学援助支給制度 ８８ページ 

適応指導教室の設置【新規】 ８９ページ 

児童育成支援拠点事業（子どもの居場所支援）【新規】 ８９ページ 

子育て世帯訪問支援事業（訪問による生活の支援）【新規】 ９０ページ 

親子関係形成支援事業（親子関係の構築に向けた支援）【新規】 ９０ページ 

 

基本目標５ 仕事と家庭を両立させる環境づくり 関連事業 

（１）仕事と家庭（子育て）の両立 

ワーク・ライフ・バランスの普及啓発 ９１ページ 

家庭における男女共同参画意識の啓発 ９１ページ 

各種制度の普及啓発 ９２ページ 

【新規】  新規事業 

【県事業】 県で実施している事業だが、町が手続きの一部を行っている事業 
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１ 地域における子育てを支える仕組みづくり 

（１）保育サービスの充実 

共働き共育て等のライフスタイルの多様化や核家族化の進行により、保育サービスの

ニーズも多岐にわたっています。子育て家庭のニーズを的確に把握し、関係団体が実施

する各種保育サービスと連携を図りながら、保育の量的拡充と質の向上をめざします。

また、一部の施設では老朽化が進んでおり、対策を講じていく必要があります。 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 保育料の無償化 拡充 

子育て 

応援室 

【目的】 

○町内の保育所に入所しているすべての児童にかかる保育料を無償化にす

ることで保護者の経済的負担の軽減を図ります。 

【取組内容】 

○町内の保育所に入所している児童の保育料を完全無償化します（３歳～

５歳児は国制度により令和元年度に無償化）。 

【今後の取組】 

○今後も引き続き保育料の無償化を実施し、保護者の経済的負担の軽減を

図ります。 

施策名 保育所給食完全無償化 新規 

【目的】 

〇副食費（おかず代）と主食費（ごはん代）をすべて無償化とし、保護者

の経済的負担の軽減を図ります。 

【取組内容】 

〇副食費は、国の公定価格に合わせて助成します（令和６年度は４,８００

円）。 

３歳以上児について、令和７年度より自宅から主食を持参する負担をな

くし、町内すべての保育所で炊きたてのあたたかい主食を提供します。 

【今後の取組】 

〇引き続き副食費と主食費を助成します。町内の保育所では、主食を提供

する事で特別メニューを増やし、児童の様々な食体験を進めます。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 多様な保育サービスの実施 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○保護者の就労形態や生活実態の多様化に対応した延長保育、休日保育を実

施することにより、保護者の利便性および児童の福祉の向上を図ります。 

【取組内容】 

○延長保育（２号認定、３号認定）、預かり保育（１号認定）、休日保育を

実施しました。 

○実績（令和５年度） 

・利用者数：（継続型）０人、（緊急型）７６人 

・延長保育延べ利用者数：２６７人・休日保育延べ利用者数：３１人 

【今後の取組】 

○延長保育や休日保育は、共働き世帯には必要な保育サービスであるため、

引き続き実施します。 

 

施策名 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 改善 

【目的】 

○就労等の理由により昼間保護者が不在の小学生に対して、安心して過ご

せる生活の場を提供し、支援員の指導のもとに健全育成を図ります。 

【取組内容】 

○児童の保育、集団生活を通して児童の健全育成を図ります。 

○押水児童クラブ（門前地内）、しお児童クラブ（杉野屋地内）を開設し、

運営を聖ヨハネ会に委託。しお児童クラブは、令和６年１１月から志雄

小学校内に移転し運用。 

○実績（令和６年５月１日時点） 

・放課後児童クラブ利用登録者数：（押水）３７人、（しお）３１人 

【今後の取組】 

○令和６年度末で聖ヨハネ会が児童クラブの運営を終了するため、令和７

年度から町直営となります。聖ヨハネ会と連絡調整や事務引継を詳細に

行い、安心して児童や保護者が利用できるような運営を行います。 

○今後も放課後に児童をみることができない親の代わりに支援員の指導の

もと安心して過ごせる場を提供し、児童の健全育成を図ります。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 子育て短期支援事業 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○保護者が疾病、冠婚葬祭、その他の理由により、家庭における子どもの

養育が困難となった場合等に、子どもを一定の期間預かることで、その

家庭の福祉の向上を図ります。 

【取組内容】 

○児童福祉施設等で一時的な養育、保護を行います。（原則７日以内） 

○実績（令和５年度） 

・延べ利用者数：０人 

【今後の取組】 

○保護者に制度の内容を説明し子どもの養育への不安をやわらげます。 

○事業の知名度および施設の利便性の向上に取り組みます。 

 

施策名 一時預かり事業 継続 

【目的】 

○子どもの保護者または養育者が疾病その他特別な理由のため、家庭で

保育できない子どもを一時的に預かります。 

【取組内容】 

○認定こども園に通所していない子どもの一時的な保育を行います。 

○実績（令和５年度） 

・延べ利用者数：２７７人 

○長期利用の希望に沿えるよう保育士の配置を工夫し受け入れができま

した。 

【今後の取組】 

○認定こども園に通所していない子どもを対象に一時的な保育を行い、

保護者の負担を軽減するために、引き続き取り組みます。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 病後児保育事業 改善 

子育て 

応援室 

【目的】 

○認定こども園に入所している子どもで、病気の回復期で集団保育ができ

ない子どもを預かり、働く保護者の支援を図ります。 

【取組内容】 

○相見保育所の病児保育室において看護師を配置し、病気の回復期の子ど

もを一時的に預かります。（１日２人まで） 

○実績（令和５年度） 

・延べ利用者数：１人 

・コロナ禍はケガによる病後児保育受け入れのみのため件数が減少しま

した。 

【今後の取組】 

○ケガだけではなく病気での受け入れも再開したため、保護者が必要とす

る時に利用できるよう病後児保育の周知を図ります。 

施策名 ファミリーサポートセンター事業 継続 

【目的】 

○地域住民同士の育児に関する互助援助活動を行い、子育ての負担軽減に

つなげる事業です。サービス提供者・利用者ともに登録する会員組織に

より運営を行っています。 

【取組内容】 

○生後２か月から小学校６年生までの子どもを持つ保護者を対象に、保育

施設等の開始前および終了後の子どもの預かりや、町内の認定こども

園・小学校・放課後児童クラブ、その他保育施設等への子どもの送迎、

子どもの軽度の病気や保育施設等の休業日、その他の事由がある場合に

おける子どもの預かりなどの援助活動を行います。 

○乳児全戸訪問や児童扶養手当現況届時に保護者のニーズを聞き、会員登

録を促しました。 

○実績（令和５年度） 

・延べ利用者数：１人 

【今後の取組】 

○事業の徹底した周知活動を行い、「まかせて会員」の増加を図ることで、

「おねがい会員」の希望に応えられるよう努めます。 

○今後も地域住民同士の育児に関する互助援助活動を行い、子育ての負担

軽減につなげていきます。 

○年度末に退職する保育士を「まかせて会員」に勧誘し、登録会員を増や

します。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 保育の質の向上 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○県および県社協主催の各種研修会への参加を促進し、保育士のスキルア

ップを図ります。 

【取組内容】 

○コロナ禍でもオンラインで研修に参加するなど、保育のスキルアップを

図りました。 

○県社協保育部会主催の各種研修会へ参加しました。（年間６５回） 

○町保育士会研修会を開催しました。（年２回） 

○町保育士会実践研究発表会を開催しました。（年１回） 

【今後の取組】 

○保育士の個々のスキルアップを図るため、今後も積極的な参加を促進し

ます。 

 

施策名 保育施設整備 拡充 

【目的】 

○子どもが快適に認定こども園で過ごせるように、認定こども園構築物お

よび設備の維持を適切に行います。また、子どもの集団・交流活動の質

を維持します。 

【取組内容】 

○認定こども園の状況を適切に把握し、必要な修繕を実施します。 

○老朽化が著しく大規模改修が必要な施設は、改修計画を策定し、計画的

に改修します。 

○令和３年度には中央保育所の大規模化改修を行うなど、充実した保育サ

ービスが提供できるよう、保育施設の工事等を実施しました。 

○実績（令和５年度） 

・アルミ遊具設置工事（北大海第一保育所） 

・厨房空調機器新設工事（南部保育所） 

・浄化槽修繕工事、移動用アンプおよびスピーカー機器購入（相見保育

所） 

【今後の取組】 

○令和６年能登半島地震による南部保育所閉園に伴い、中央保育所の増改

築工事を進め、保育環境の改善および充実を図ります。 

○今後も施設・遊具の損壊、設備の故障が保育に影響しないように、必要

に応じて適切な修繕を行います。 
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（２）子育て支援サービスの充実 

共働き共育て世帯の増加、ライフスタイルの多様化や地域のつながりの希薄化、核家族

化の進行等により、子育て経験者の支援やアドバイスを受ける機会が不足し、家庭や地

域の子育て機能が弱くなっています。 

 また、本町は多子世帯が多い傾向にありますが、経済的な理由から第２子以降を授か

る家庭が減少しており、少子化対策として、第２子以降を授かれるよう、経済的な支援を

行うことも必要となっています。 

 今後の国の動向を踏まえながら、子育てに伴う経済的負担の軽減を図るとともに、地

域の中で子育てに関する情報提供や相談、支援を行える環境づくりに努め、子育て家庭

を支えます。 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 地域子育て支援センター事業 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○子育てに関する悩みや相談に応じ、安心して子育てができる環境を整

え、就学前児童の健全な育成と児童福祉の向上を図ります。 

【取組内容】 

○相見保育所に併設し、子育てに関する各種相談、子育てサークル等の育

成および支援、子育てに関する情報の収集および提供を行います。 

○実績（令和５年度） 

・登録者数：６６人 

・年間利用者：（乳幼児）８８６人、（保護者）８７５人 

【今後の取組】 

○今後も引き続き保護者からの相談に応じて、必要な情報提供および助言

を行うとともに、子育てサークル等を支援し、保護者の育児への不安軽減

や解消など育児支援を図ります。 

施策名 マイ保育園登録事業 継続 

【目的】 

○妊娠期から子どもが認定こども園に入所するまでの不安の多い時期に、

保育士が継続的に支援を行い、保護者の育児不安の解消を図ります。 

【取組内容】 

○認定こども園に入所していない３歳までの子どもを持つ保護者を対象

に、育児体験（認定こども園の見学）、一時保育、育児支援（育児相談）

を行います。 

○実績（令和５年度）登録者数：１８人・一時保育利用者数：３５人 

・身近な保育施設で預かることができるため育児不安の解消が図られま

した。 

【今後の取組】 

○今後も継続して取り組み、認定こども園にまだ入所していない子どもを

持つ保護者の不安軽減を図ります。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 児童手当給付事業 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○子ども一人ひとりの育ちを社会全体で応援する観点から、児童手当を支

給します。 

【取組内容】 

○給付額（令和６年９月迄） 

・０歳～３歳未満 月額１５,０００円 

・３歳～小学校卒業まで 月額１０,０００円（第１・２子）、月額１５,０

００円（第３子以降） 

・中学生 月額１０,０００円 

・特例給付月額 ５,０００円（所得制限超過世帯） 

【令和６年１０月以降】 

０歳～３歳未満第１子・第２子月額１５,０００円、３歳～高校生年代ま

で第１子・第２子月額１０,０００円、第３子以降は一律月額３０,０００

円 

○実績（令和５年度） 

・住民異動の受付窓口とも連携しながら、必要な申請の受付と適切な支

給ができました。 

・支給対象人数：１０,１８５人 ・給付金額：１１３,６２０千円 

【今後の取組】 

○今後も引き続き児童手当を支給することにより、家庭等における生活の

安定に寄与し、次代の社会を担う子どもの健やかな成長を図ります。 

○児童手当の未支給児童が出ることのないよう、転入・転出・出生等の住

基異動をもれなく把握し、正確に事務処理ができるよう努めます。 

 

施策名 宝たち成長お祝い事業（出産祝金） 継続 

【目的】 

○町の宝である子どもたちの成長を祝うとともに、子育てを支援し、若年

層の定住化を図ることを目的に、出産祝金を支給します。  

【取組内容】 

○一律１５万円（現金１０万円、商品券５万円）を支給します。 

○実績（令和５年度） 

・受給者数：３５人 

・支給額：５２５万円 

【今後の取組】 

○商品券の期限内利用の案内とともにアンケートを引き続き実施します。

また、若年世代が町内の店舗を知る機会として、商品券利用店舗の一覧

チラシを商品券郵送時に同封します。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 宝たち成長お祝い事業（成長祝金） 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○町の宝である子どもたちの成長を祝うとともに、子育てを支援し、若年

層の定住化を図ることを目的に、当該年齢の子どもの保護者に成長祝金

を支給します。 

【取組内容】 

○一律３万円（６歳、１２歳、１５歳、１８歳）を支給します。 

○実績（令和５年度） 

・受給者数：３４４人 

・支給額：１,０３２万円 

【今後の取組】 

○支給者を対象に引き続きアンケートを実施しながら、ニーズの把握に努

めます。 

 

施策名 プレミアムパスポート事業 継続 

子育て 

応援室 

 

企画情報課 

【目的】 

○石川県が１８歳未満の子どもが２人以上いる世帯を対象に発行してい

る「プレミアムパスポート」（協賛店舗で割引等の特典を受けられる）に

ついて、本町においても運営主体である協議会に負担金を納め、協力し

ています。 

【取組内容】 

○ごみ袋（大２０枚）を配布しています。〔子育て応援室〕 

○ケーブルテレビ視聴料を毎年２か月間無料にしています。〔企画情報課〕 

○実績（令和５年度） 

・ごみ袋配布数：１０４世帯 

・ケーブルテレビ減免対象者：３５世帯、（令和４年：２７世帯） 

【今後の取組】 

○引き続き事業の周知を図り、子育て世帯の生活を支援します。 

 

施策名 乳児等のための支援給付（こども誰でも通園制度） 新規 

子育て 

応援室 

【目的】 

○０歳６か月から満３歳未満の保育園等に通っていない子どもを対象に、

令和８年４月の本格実施にむけ、時間単位等で柔軟に通園が可能な仕組

みづくりを検討します。 
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（３）子育て支援のネットワークづくり 

子どもはもちろん、子育て中の親の成長において、様々な人々とのかかわりの中で子育

てをしていくことは大きな影響を与えます。 

子育て支援や学校での支援制度、ひとり親家庭や障害のあるお子さんへの支援など子

育て関連事業を集約し、ＨＰや子育てパンフレットで周知を行っています。相談窓口や

子育て支援サービス等の周知をはじめ、子育てを支援する活動団体の育成と活動支援に

努めます。また、地域の高齢者との交流機会の拡大に努め、子育て支援の充実を図りま

す。 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 
地域における子育て支援サービス等のネットワー

ク形成 
拡充 

子育て 

応援室 

【目的】 

○子育て家庭に対して、きめ細かな子育て支援サービス・保育サービスを

効果的・効率的に提供するために、地域における子育て支援サービス等

のネットワークを形成します。 

【取組内容】 

○子育て応援室に、子育てに関する情報（認定こども園、子育て支援セン

ター、放課後児童クラブ、ファミリーサポートセンター、母子保健、要

保護児童等）を集約し、効果的な支援を行いました。 

【今後の取組】 

○令和６年４月に設置したこども家庭センターで、地域の特性に応じた妊

娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供するための体制を

構築していきます。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 子育てパンフレットの作成・配布 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○あらゆる子育て家庭を対象に、子育て支援サービス等の周知のため、子

育てパンフレットを作成し、詳細な情報提供に努めます。 

【取組内容】 

○子育てパンフレットを作成しました。（毎年度更新） 

○母子手帳交付時、出生時、各種健診時に配布および町ホームページに掲

載しました。 

○民生委員総会で配布するとともに町内店舗に設置しました。 

【今後の取組】 

○現在は町ホームページでの公開や出生時等での配布のみであるため、子

育て家庭に見てもらえる機会をさらに広げられるよう、配布方法を検討

し、本町における子育て支援事業の周知に努めます。 

 

施策名 地域子育て世代間交流の推進 継続 

【目的】 

○地域の高齢者等が子育てに参加できるよう、交流の場の確保に努めま

す。 

【取組内容】 

○地区老人会が認定こども園の行事に参加しました。 

○地区老人会に参加し交流を図りました。 

○認定こども園に通う子ども達が地区老人会に参加し交流を図りました。 

【今後の取組】 

○今後も引き続き高齢者と子どもの交流および高齢者の子育て支援の参

加を促進します。 

○高齢者が子育て支援に参加できるような世代間交流となるよう努めま

す。 
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（４）児童の健全育成 

児童生徒の健全育成を図るため、新たに学校給食の完全無償化により、児童生徒の食育

や地産地消、アレルギー対策などに配慮しつつ、保護者の経済的負担を軽減することで、

若い子育て世帯の支援にも繋げ、暮らしやすいまちづくりをめざします。 

さらに、地域において子どもが自由に遊び、安全に過ごすことのできる放課後・週末等

の居場所づくりや、友達同士で円滑な人間関係を築くことができるよう、子どもだけの

自発的な遊びの場づくりが必要となっています。 

また、放課後や週末、夏季および冬季の休日等において、自主的に参加し、自由に遊べ、

安全に過ごすことのできる居場所づくりを進めるため、図書館や児童館等の施設の活用

を推進します。併せて、ボランティア・体験活動等、青少年健全育成活動の促進を図ると

ともに、関係機関・団体の連携による子どもの見守り活動等の充実を図ります。 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 学校給食費の無償化 新規 

学校教育課 

【目的】 

○児童生徒に係る学校給食費を完全無償化することで保護者の経済的負担

の軽減を図ります。 

【取組内容】 

○町内の小中学校に在学している児童生徒の学校給食費を町が全額負担

します。（ただし、保護者の住所が町内にある場合） 

○町内に住所のある保護者のお子さんが、町外の小中学校に在学している

場合、その学校給食費を町の基準額を上限として助成します。（償還払

い） 

＜基準額＞ 小学校 ４９,５００円（月額４,５００円×１１ヶ月） 

       中学校 ５６,１００円（月額５,１００円×１１ヶ月） 

【今後の取組】 

〇今後も引き続き学校給食費の無償化を実施し、保護者の経済的負担の軽

減を図ります。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 放課後や週末等の居場所づくりの推進 継続 

生涯学習課 

【目的】 

○健康づくりや学びの機会提供のため、放課後や週末等における子どもた

ちの安全・安心な居場所を設け、学習または文化活動、出前講座、地域

住民との交流活動等を実施します。〔図書館〕 

○子どもたちのコミュニケーション能力の向上と、心豊かで健やかに育ま

れる環境づくりのため、学校が違う子どもたちや異年齢の子どもたちの

交流・体験の場を提供します。〔公民館〕 

【取組内容】 

○計画の広報・啓発、子ども読書推進に関する事業、おすすめ本リスト配

布、館内整備を行いました。〔図書館〕 

○子どもを対象とした公民館講座を実施しました。〔公民館〕 

○実績（令和５年度） 

・新型コロナウイルスの影響と児童数の減少により、講座・活動は縮小

となりました。 

・図書館活動参加者数：１０９人・公民館講座参加者数：８１人 

【今後の取組】 

○今後も子どもの学習、文化活動の場として、継続して広報・情報発信し

ていきます。〔図書館〕 

○放課後児童クラブ２か所に月１回配本しているほか、図書館事業とし

て、休日に手作り教室、おはなし会、紙芝居の公演等を行います。〔図

書館〕 

○子どもの好奇心や関心を高め、家庭・学校生活に生かそうという意欲に

つながるような講座の開催に努めます。〔公民館〕 

○公民館は本館の１館しかなく、徒歩圏外の子どもが参加するためには保

護者の送迎が必要であるため、参加しやすい日程で開催します。〔公民

館〕 

○多様な公民館講座の開催に努めます。〔公民館〕 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 
夏季および冬季の休日等における子どもの居場所づく

り 
継続  

【目的】 

○子どもが安心して遊ぶことができ、異年齢児間の交流や親同士の交流も

図れるよう、公民館、青少年施設等の公共施設での活動の充実を図りま

す。 

【取組内容】 

○夏休み期間中のクールシェアに取り組んでいる施設として生涯学習

センター施設の開放は継続して行っているが、学外活動や公民館体験

型学習は開催できていません。 

【今後の取組】 

○夏季および冬季の休日等に子どもが安心して自由に遊ぶことができ、

年齢の異なる子どもたちがいろいろな遊びを通じて交流することが

できるよう、子どもの居場所づくりに継続して取り組みます。 

○「いしかわクールシェア」の施設となっている町図書館において、子

どもの居場所づくりを今後も継続して行います。 

 

生涯学習課 
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」 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 様々な社会資源や団体の連携による児童の健全育成 継続 

生涯学習課 

【目的】 

○家庭、学校、地域が一体となり、子どもたちが明るく心豊かに、健やか

に育まれるよう、地域ぐるみで青少年育成に取り組みます。 

【取組内容】 

○主な活動内容 

・青少年健全育成町民会議・青少年育成委員会（年２回） 

・あいさつデーの実施（毎月１回） 

・あいさつ運動、愛のひと声運動強化週間の実施（年４回） 

・社会を明るくする運動（７月） 

・グッドマナ－キャンペーン（９月） 

・青少年育成委員による各イベント時の巡回指導（７グループ、年５回） 

○実績（令和５年度） 

・町民会議の構成組織や育成委員会、ボランティアの方々と連携し活動

を実施しました。 

・グッドマナーキャンペーン参加者数：１,３０７人  

【今後の取組】 

○家庭、学校、地域が連携・協力して学校支援活動を推進し、学校を核と

した地域づくりや地域の教育力向上に努めます。 

○登校時の巡回および見守りだけでなく、下校時における巡回にも力を入

れ、地域全体で子どもの安全を見守ろうとする意識の向上に取り組みま

す。 

○関係機関並びに学校、社会教育団体等の代表者で構成される青少年健全

育成町民会議が主体となって、子どもたちの豊かな心を育む教育事業を

推進します。また、青少年育成センターを中心に、地域で巡回指導を行

います。 
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（５）親子で遊べる、学べる環境の整備 

友達との交流や遊びを通じた運動などは、心身の発達に重要です。 

少子化や遊び場の減少、携帯型ゲームやモバイル端末の普及等により、一人で遊ぶ子ど

もや、家の中で遊ぶ子どもが増加していますが、子どもがいつでも安心して遊び、楽しみ

ながら学べる屋内型の遊戯施設の整備の検討を行います。 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 児童遊戯施設整備事業 拡充 

子育て 

応援室 

【目的】 

○屋内型の児童遊戯施設を整備することで、本町の子育て支援のさらなる

進展を図ります。 

【取組内容】 

○屋外児童遊具施設「ほっぴーパーク」を令和５年４月に開園しました。

（ふわふわドーム、キッズバイク、クライミング、ブランコ） 

さらに、遊具の充実、安全対策のための整備を行い、令和６年４月にリ

ニューアルしました。（築山遊具、キッズバイクコースなど） 

○実績（令和５年度） 

・延べ平均利用者数：６６人/日 

【今後の取組】 

○雨天時でも遊べる屋内型の施設整備を検討します。施設方針は、子ども

が遊びながら知育・体育効果が期待できるもの、保護者も子どもと一緒

に遊べる・学べるものとします。 

○現有する施設のあり方を見直し、活用を図ります。 
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２ 子どもの健やかな成長を育む環境づくり 

（１）家庭・地域の教育環境の向上 

共働き共育て等のライフスタイルや就労形態の多様化、地域のつながりの希薄化、核家

族化、少子化等により、家庭や地域の教育力が低下してきています。 

子どもの発達段階に応じた、家庭教育に関する学習機会や情報の提供を行うとともに、

学校等と連携を図りながら、家庭や地域における教育環境の向上に努めます。 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 家庭教育に関する学習機会や情報提供の充実 継続 

生涯学習課 

【目的】 

○子どもたちが規則正しい生活習慣を身につけ、健やかに育まれるよう、

子育て家庭の子育て等に関する悩みや不安を解消し、子育てしやすい環

境づくりに取り組みます。 

【取組内容】 

○子育て支援センターにおいて、家庭教育支援チーム「ひなたぼっこ」の

メンバーによる行事の補助活動を実施（年２回） 

○実績（令和５年度） 

・新型コロナウイルス感染症の影響による活動制限や会員の高齢化等に

よる大幅な減少のため、活動内容を縮小することになりました。 

・わらべうたの会参加者数：５５組 

・ブックスタート参加者数：４０人 

【今後の取組】 

○今後も、子育て支援センターでの子育て支援活動を継続して実施しま

す。子育て経験者や元保育士等が参加することで、子育て家庭への支援

につなげます。 

○家庭教育支援チーム「ひなたぼっこ」の支援活動の継続・活性化を図る

ため、広報等でチームの活動を PRするとともに、研修や新規メンバー

の募集を行い、人材育成・人材確保に努めます。 

  



58 

 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 世代間交流の推進 継続 

生涯学習課 

【目的】 

○学校支援ボランティアの活動を通じて、子どもと地域住民の世代間交流

を図ります。 

【取組内容】 

〇学校支援ボランティアに登録した地域住民が、登下校時の見守りや学校

行事支援等を行い、活動を通じて交流します。 

○実績（令和５年度） 

・学校支援ボランティアに登録した地域住民が、登下校時の見守りや学

校行事支援等を行い、活動を通じて子どもと世代間交流を実施しまし

た。 

・ボランティア登録者の高齢化等により活動がやや縮小されています。 

・学校支援ボランティア登録人数：１７４人 

・学習支援延べ人数：５７人 

・図書活動支援延べ人数：４２８人 

・学校行事支援延べ人数：３０人 

・登下校見守り延べ人数：７,４４１人 

【今後の取組】 

○活動を通じ、子どもとボランティアが顔なじみとなって世代間交流が進

むことにより、地域力の向上を図ります。 

○活動内容や場所等を見直すとともに、各学校の状況に応じて適切な事業

運営を実施します。 
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（２）子どもの安全を確保するための活動の推進 

  子どもが巻き込まれる事故や子どもを狙った犯罪が後を絶たない状況の中、日頃から

地域で子どもを見守り、防犯意識を高めていく必要があります。 

子どもや子育て家庭が安心して生活できるよう、バリアフリーやユニバーサルデザイ

ンに配慮したまちづくり、子どもを事故や犯罪から守るための活動を推進します。 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 
犯罪・事故等の被害から子どもを守るための  

取り組みの推進 
継続 

環境安全課 

【目的】 

○犯罪・事故等の防止および地域住民の防犯意識の向上をめざします。 

【取組内容】 

○地区防犯委員やボランティアによる自主的な防犯活動を推進します。 

○町公用車へのドライブレコーダーの設置や防犯啓発マグネットの貼り

付け等を行います。 

【今後の取組】 

○今後も継続して、地区防犯委員やボランティアによる自主的な防犯活動

の推進を図り、地域住民の防犯意識や犯罪の抑止力を高めるよう努めま

す。また、ドライブレコーダーや防犯啓発マグネットを設置した町公用

車を活用して犯罪の抑止に努めます。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 町内における防犯カメラの整備 継続 

環境安全課 

【目的】 

○町内主要箇所に防犯カメラを設置し、犯罪、事故等の未然防止を図りま

す。 

【取組内容】 

○町が管理する防犯カメラを不特定多数の人が利用する施設や場所等に

設置します。 

○実績（防犯カメラ設置） 

・町内主要箇所に防犯カメラを設置し、犯罪、事故等の未然防止や、警察

と連携して犯罪捜査に活用することができました。 

全１４箇所 

・平成３０年:宝達駅(２か所) ・令和元年:敷浪駅（２か所）、免田駅（１

か所） ・令和２年:北大海第一・相見・南部・中央各保育所（４か所）、

宝寿荘（１か所）、宝達志水総合体育館（１か所）、 令和４年:米出 IC

（１か所）、今浜 IC（２か所） 

【今後の取組】 

○犯罪や事故等の未然防止の抑止力として継続して取り組むほか、設置後

は計画的な運用を図り、警察とも連携して安全・安心対策に取り組みま

す。また、集落が設置する防犯カメラの助成制度について検討します。 

 

施策名 交通安全教育の実施 継続 

総務課 

【目的】 

○認定こども園、小中学校の子どもを対象に、歩行者としての心得や自転

車の安全走行に関する知識と技能を身につけさせるとともに、交通安全

についての興味と関心を高めます。 

【取組内容】 

○県、警察、交通安全協会と協力しながら、基本的な交通ルールやマナー

の理解と習得を図るため、各保育所、小中学校において交通安全教室を

毎年実施しています。 

【今後の取組】 

○小中学校において警察および交通安全協会による交通安全教室、認定こ

ども園において県等による交通安全教室を実施します。また、自転車大

会への出場を通して、小学校児童の自転車安全利用の推進を図ります。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 公共施設等におけるバリアフリー化の推進 継続 

関係各課 

【目的】 

○住民が認定こども園や町施設を等しく使用できるように、施設のバリア

フリー化を推進します。 

【取組内容】 

○認定こども園（北大海第一保育所、中央保育所）の改修に伴い、スロープ

の設置や段差の解消などのバリアフリー化を行いました。 

○子ども達が利用する町施設のバリアフリー化を実施しました。 

【今後の取組】 

○子ども達が利用する施設でのバリアフリー化を推進します。 

 

施策名 防犯性の高い建物部品、優良防犯機器の普及促進 拡充 

学校教育課 

 

子育て 

応援室 

 

【目的】 

○児童生徒および学校関係者の安全確保のため、また、有事の際に備えるた

め、施設の定期的な点検と、防犯性の高い機器を設置し、これらを使用し

た防犯訓練を行います。 

【取組内容】 

○各小中学校における防犯カメラや電気錠の設置、安全マニュアルの作成、

夜間警備を行いました。〔学校教育課〕 

○不審者対策として、全認定こども園にネットランチャー、催涙スプレーを

設置し、時間外警備を委託により実施しました。〔子育て応援室〕 

【今後の取組】 

○防犯カメラの設置により安全性は高まったものの、機器に頼りすぎない

よう、また、事故未然防止のため、見回りによる監視も検討します。〔学

校教育課〕 

○職員の防犯意識のさらなる向上を図るとともに、女性でも取扱いやすい

防犯機器の導入および警察や他団体との連携強化を図ります。〔子育て応

援室〕 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 防犯講習の実施 継続 

環境安全課 

学校教育課 

生涯学習課 

【目的】 

○犯罪の防止や子どもの防犯意識の向上をめざします。〔環境安全課〕 

○学校支援ボランティアによる子どもの通学路の安全確保を図ります。〔生

涯学習課〕 

○児童生徒の安全確保および事故の未然防止のため、学校行事を通して危

険回避行動を学びます。〔学校教育課〕 

【取組内容】 

○防犯教室を実施しました。（各保育所の交通安全教室に合わせて毎年実

施、小中学校において毎年実施）〔環境安全課〕 

○学校支援ボランティアによる登下校の見守り、通学路の安全指導、除雪を

実施しました。〔生涯学習課〕 

○各校における講話や避難訓練、護身術、防犯ブザーおよび安全マップの作

成等を実施しました。〔学校教育課〕 

【今後の取組】 

○警察や関係団体と連携し、防犯体制の強化を継続し取り組みます。〔環境

安全課〕 

○今後は、登校時だけでなく下校時における見守りにも力を入れ、学校支援

ボランティア活動を通じて家庭、学校、地域が一体となり、地域ぐるみで

子どもの安全を見守る意識を高めるとともに、他団体と連携を図りなが

ら、地域の課題として取り組みます。〔生涯学習課〕 

○今後も児童生徒の安全確保および事故の未然防止のため、不審者侵入を

想定した講話や避難訓練等の各種取り組みを継続的に推進し、意識向上

を図ります。〔学校教育課〕 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 通学路や公園等における防犯設備の整備 継続 

環境安全課 

地域整備課 

学校教育課 

子育て 

応援室 

【目的】 

○町内における夜間の防犯および交通安全の確保並びに小中学校での児

童生徒の登下校時や散歩等における安全確保、交通安全の促進に努める

とともに、通学路等の道路の利便性向上、安全面への配慮等を行います。 

【取組内容】 

○LED 防犯灯の普及推進を図り、防犯灯の適切な維持管理に努めます。

〔環境安全課〕 

○適正な維持管理および通学路点検や道路パトロール等による危険箇所

を把握します。〔地域整備課〕 

○通学路安全対策協議会の開催および通学路合同点検を行います。〔学校

教育課〕 

○認定こども園を通した散歩道の危険箇所の把握と、指定管理者、行政、

警察による現地での安全評価を実施しました。〔子育て応援室〕 

【今後の取組】 

○引き続き町が管理する水銀灯の LED化を計画的に進め、安全対策を図

ります。〔環境安全課〕 

○公園等について電灯等の補修を行うとともに、通学路や町道に面してい

るブロック塀等について倒壊の危険性などの調査・把握を行い、必要に

応じて所有者への指導や補助金の交付を行います。〔地域整備課〕 

○計画的に通学路の安全点検を実施することにより、通学路の安全確保に

努めます。危険箇所の選定においては、地域住民の協力状況等、地域の

実情を考慮します。また、学校での安全指導も進めていきます。〔学校

教育課〕 

○認定こども園を通して散歩道の危険箇所を把握し、危険箇所については

指定管理者、行政、警察で安全点検を実施します。〔子育て応援室〕 
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３ 親と子の心とからだの健康づくり 

（１）親と子どもの健康の確保 

  配慮が必要な子どもも全国的に増加傾向にあり、乳幼児期における疾病や障害の早期

発見も強く求められています。 

また、妊娠出産後に不安を感じる保護者は多く、産婦の産後うつへの対策等、妊娠出産

期における育児不安の解消を図るための支援が必要とされています。 

今後も健康診査等において、子どもの発育・発達の確認を行うとともに、疾病や障害の

早期発見・早期治療、子育て全般に関する情報提供および相談・指導を行うなど、母子の

心身の健康づくりを支援する取り組みを推進します。 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 訪問・保健指導の充実 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○子どもの発育・発達の確認、疾病や障害の早期発見・早期治療、子育て

全般に関する情報提供および相談・指導を実施します。 

【取組内容】 

○妊娠届出者への母子健康手帳の交付、妊娠届出時保健指導、妊婦・乳児

等訪問指導、未熟児訪問指導を実施しました。 

○伴走型相談支援やプレパパ・ママ教室を通して、妊娠期からの支援を充

実させました。 

○実績（令和５年度） 

・母子健康手帳の交付数：３７件 

・妊産婦訪問指導数：４９件 

・新生児訪問指導数：３件 

・未熟児訪問指導数：１件 

・乳児訪問指導数：４８件 

・幼児訪問数（ハイリスク者）：１件 

【今後の取組】 

○今後も対象者全数訪問をめざすとともに、特に未熟児、出産時の EPDS

（エジンバラ産後うつ病自己評価票）高得点の産婦に対し早期の訪問を

実施します。 

○母子の健康が確保されるよう、妊婦や乳幼児の保健医療に対する適時

適切な指導・助言を行います。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 健康診査等の充実 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○子どもの成長・発達状態を明らかにし、最適な成長発達を遂げるよう健

康管理、保健指導を行うため、健康診査等の充実を図ります。 

【取組内容】 

○健康診査：妊婦健康診査、妊婦歯科健康診査、産婦健康診査、乳幼児健康

調査（１か月児、１０か月児、４か月児、１歳６か月児、３歳児）、健康

診査後のフォロー（精密検査の実施、個別相談および認定こども園巡回）

を実施しました。 

○実績（令和５年度） 

・妊婦健康診査延べ受診者数：４８９人 ・妊婦歯科健康診査受診数：１

６人  

・産後５０日以内の産婦の個別健康診査受診者数：３６人（個別精密健康

診査は０人） 

・産後１４日以内の産婦の個別検診受診者数：２０人（令和５年開始） 

・１か月児健康診査受診者数：３５人・４か月児健康診査受診者数：３３

人（個別精密健康診査は１人）・１０か月児健康診査受診者数：３７人・

１歳６か月児健康診査受診者数：５３人（個別精密健康診査は２人）・

３歳児健康診査受診者数：４５人（個別精密健康診査は１７人） 

【今後の取組】 

○集団健診の未受診者については受診勧奨により次年度全員受診できて

いるため、今後も継続して未受診者への受診勧奨に努めます。 

〇要観察者の保育所巡回、要精密検査対象者への受診確認を徹底して、健

診後のフォローに努めます。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 相談指導の充実 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○乳幼児健康診査にて運動・社会性・言語・精神発達等に遅れが疑われる

など、育てにくさを感じている保護者に対して支援を実施するため、相

談指導の充実を図ります。 

【取組内容】 

○心理士による心理相談の実施（１歳６か月児健診、３歳児健診）、心理

士による個別相談および認定こども園巡回（月２回）を実施しました。 

○実績（令和５年度） 

・健診時およびその後の個別相談指導件数：１００件 

・認定こども園巡回経過観察児：１２０件 

【今後の取組】 

○個別相談および認定こども園巡回（月２回）を今後も継続しつつ、放課

後児童クラブ巡回(年４回）を導入し、就学後の継続支援につなげます。 

○心理相談の対象を小学生までに拡充し、成長・発達のための必要な支援

を継続的に実施するとともに、学校教育課との連携に務めます。 

 

施策名 妊娠期からの継続した支援体制の整備 拡充 

【目的】 

○母子手帳の交付時に保健師が妊婦と面接することにより、妊婦の状況を

把握し、支援の有無を確認します。 

【取組内容】 

○母子手帳交付時の保健師による面接の全数実施、妊婦健康診査後の保健

指導の実施（要フォロー者のみ）、子育て支援連絡会の開催を行いまし

た。 

【今後の取組】 

○令和６年４月に設置したこども家庭センターで、妊娠期から子育て期に

わたる切れ目のない支援の提供体制を構築していきます。 

○妊娠届出時に支援が必要と判断した場合には、サポートプランを作成

し、支援体制の強化に努めます。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 小児医療体制の充実 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○かかりつけ医を持つことの必要性や夜間救急の電話相談等の情報を周

知啓発するため、また、休日における小児救急患者の受診機会を確保す

るため、小児医療体制の充実を図ります。 

【取組内容】 

○乳児家庭全戸訪問時に、夜間小児救急電話相談のチラシを配布し説明し

ました。 

○七尾市および羽咋郡市の小児科医療機関（７施設）で休日当番医事業を

実施（能登中部小児休日資料協議会による。当町も負担金を拠出）してい

ます。 

【今後の取組】 

○引き続き、適正な受診や相談体制についての周知に努めます。 

 

施策名 子どもの事故予防のための啓発 継続 

【目的】 

○子どもの事故予防の正しい知識に関する普及を図るため、啓発を行いま

す。 

【取組内容】 

○乳児家庭全戸訪問や乳幼児健診時に事故予防のパンフレットを配布し、

指導を行います。 

○町の消防署と協力し、支援センターでこどもの事故予防についての救急

講座を実施しました。 

【今後の取組】 

○今後も引き続き、訪問や乳幼児健診等の場を通じて、各月齢・年齢に応

じた事故の危険について、パンフレットを用いて説明し、保護者の意識

づけを行っていきます。 

○引き続き支援センターと協力し、救急講座を開催していきます。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 新生児全戸訪問事業 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○子育ての孤立化を防ぐために、保護者から様々な不安や悩みを聞き、子

育て支援に関する必要な情報提供を行います。 

【取組内容】 

○生後２か月までに全戸訪問を実施 

○支援が必要な産婦に対しては助産師等と連携しながら養育支援訪問事業

につなげます。 

○実績（令和５年度） 

・新生児全戸訪問件数：５２件（うち里帰り１５件） 

・養育支援訪問事業件数：１７件 

【今後の取組】 

○今後も引き続き、乳児家庭全戸訪問を全数実施します。未熟児や育児不

安の強い産婦に対しては、早期の訪問と、継続支援を行います。 

○里帰りの乳児家庭全戸訪問についても、住所地の市町と連携し、支援を

実施していきます。 

 

施策名 子ども医療費給付 継続 

【目的】 

○子どもの通院や入院にかかる医療費の医療機関窓口無料化を行うこと

で、子育て世帯の経済的な支援を行うとともに、疾病の早期発見および

治療を促進し、子どもの健康の増進および福祉の向上を図ります。 

【取組内容】 

○子どもの通院・入院にかかる医療費の自己負担分を給付します。 

○所得にかかわらず、医療費の医療機関窓口無料化を実施しています。 

【対象】０歳から１８歳に到達後最初の３月３１日まで 

【内容】子ども医療費の無料化（一部償還払いもあり） 

○実績（令和５年度） 

・延べ支給件数：１５,５７７人 

・給付金額：３,３０６万円 

【今後の取組】 

○子どもの通院・入院にかかる医療費の医療機関窓口無料化を継続し、子

育て世帯の経済的な支援と疾病の早期発見および治療につなげます。た

だし、無料化により、安易な受診や不必要な受診が増える可能性がある

ため、適正な受診に対する啓発を行っていきます。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 未熟児養育医療の給付 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○体の発育や機能が未熟な状態で生まれた新生児は速やかな入院治療が

必要な場合があるため、医師が入院養育を必要と認めた未熟児の保護者

に対し医療費給付を行い、速やかな治療に結びつけます。 

【取組内容】 

○医師が入院養育を必要と認めた未熟児の保護者に対し、町が医療費を負

担し、無料とします。 

○実績（令和５年度） 

・給付件数：１件 

・給付金額：８５千円 

【今後の取組】 

○医師が入院養育を必要と認めた未熟児に対し、速やかに治療が行えるよ

う、入院養育にかかる医療費の無料化を継続して実施します。 

 

施策名 定期予防接種の周知および費用負担 継続 

【目的】 

○乳幼児・児童の感染症予防、重症化予防のため、予防接種法に基づく定

期予防接種が乳幼児・児童にもれなく実施されるよう、定期予防接種の

周知および費用負担を行います。 

【取組内容】 

○定期予防接種の費用負担 

・ロタウイルス、ヒブ、小児肺炎球菌、四種混合、BCG、麻しん風しん、

水痘、日本脳炎、B型肝炎、二種混合、子宮頸がん 

○実績（令和５年度） 

・ロタウイルス：８０件、ヒブ：１４１件、小児肺炎球菌：１４１件、四

種混合:１６２件、BCG：３６件、麻しん風しん：１０４件、水痘：８

９件、日本脳炎：２３３件、B型肝炎：１０２件、二種混合：６１件、

子宮頸がん：１３７件 

○令和４年度から開始した子宮頸がんワクチンの積極的勧奨に合わせ、対

象者全員へ個別通知を実施し、広報やホームページ等での受診勧奨や周

知に努めました。 

【今後の取組】 

○今後も引き続き、乳幼児健診時に予防接種状況を確認し、未接種者に対

し接種勧奨を行うことで接種率向上に努めます。 

○令和６年４月出生時から、五種混合の定期予防接種を始めています。 

○子宮頸がんワクチンのキャッチアップ対象者について、広報等を通して

受診勧奨に努めます。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 任意予防接種の助成 拡充 

子育て 

応援室 

【目的】 

○予防接種にかかる費用の一部の助成により、感染や重症化の予防および

病気の蔓延化防止を図ります。 

【取組内容】 

○インフルエンザ、ロタウイルス（令和２年８月生まれから定期化）、 

おたふくかぜ、先天性風しん症候群の予防接種にかかる費用を一部助成

します。 

○実績（令和５ 年度） 

・インフルエンザ：６３９件 

・おたふくかぜ：８１件 

・風しん：７件 

【今後の取組】 

○インフルエンザの助成について、対象を拡大し、支援の充実に努めます。 

○今後も引き続き、任意予防接種について説明し、保護者に周知を行いま

す。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 不妊治療および不育治療の治療費助成 改善 

子育て 

応援室 

【目的】 

○いしかわプレ妊活健診において、妻の年齢が４０歳未満のすべての夫婦

に対し、健診費用を助成することで経済的負担の軽減を行います。 

○不妊治療および不育症（一般的には流産や死産を２回以上繰り返す）治

療を受けた夫婦に対し、治療費の一部助成を行い経済的負担の軽減を行

います。 

【取組内容】 

○いしかわプレ妊活健診助成・助成額：１件２.６６万円 

○保険適用となった特定不妊治療費助成（対外受精、顕微授精等） 

・助成額：１回の治療につき要した自己負担額と２万５千円とを比較しい

ずれか低い額（年度２回まで） 

○先進医療・特定不妊治療に併せて実施された先進医療費の７割を助成・

助成額：上限１５万円 

○不育治療費助成 

・助成額：上限３０万円（年間） 

○実績（令和５年度） 

・いしかわプレ妊活健診助成：０件 

・先進医療治療費助成：６件 １７.１３万円 

・特定不妊治療費助成：８件  ２０万円 

・不育治療費助成：２件 ２２.２万円 

【今後の取組】 

○助成回数や助成額の見直しを実施し、支援の充実に努めます。 

○ホームページや広報等を活用し周知に努めます。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 グループワークの実施 改善 

子育て 

応援室 

【目的】 

○初めて育児を行う母親や孤立して育児を行う母親が、同じ立場の母親と

語る機会を作ることで、育児不安を軽減し、安心して子育てができるよう

支援します。 

【取組内容】 

○母親が自分の気持ちを語り、同じ立場の人の話を聞くことで、自分自身を

振り返り安心感を持って育児ができるよう、グループケアを実施します。 

○実績 

・グループケア参加者数：令和４年度 ２ 人、令和５年度 ０人 

【今後の取組】 

○育児不安の強い産婦をグループワークへの参加につなげることが難しい

ため、新たな相談事業への移行を検討します。 

○プレパパ・ママ教室を通じて、妊娠期からの不安軽減や妊婦同士の交流に

努めます。 

 

施策名 
子育て世代包括支援センター 

（こども家庭センターへの移行・拡充） 
拡充 

【目的】 

○地域の特性に応じた妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提

供する体制を構築します。 

【取組内容】 

○妊産婦および乳幼児等の実情を把握しました。 

○妊娠・出産・子育てに関する各種相談、必要な情報提供・助言・保健指導

を実施しました。 

○必要に応じて個別の支援プランの作成（手厚い支援を必要とする者）し、

妊娠期からの支援の充実に努めました。 

○保健医療または医療機関、福祉の関係機関との連絡調整を実施しました。 

【今後の取組】 

○令和６年４月に設置したこども家庭センターで、地域の特性に応じた妊

娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供するための体制を構

築していきます。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 こども家庭センターの設置 新規 

子育て 

応援室 

【目的】 

○こども家庭センターは、「子育て世代包括支援センター」と「子ども家庭

総合支援拠点」の機能を活かしながら、一体的な支援を行う相談機能を

強化し、０歳から１８歳までの子育て家庭および妊産婦に対し、切れ目

のない子育て支援を提供していきます。 

【取組内容】 

○妊産婦および乳幼児等の実情を把握します。 

○妊娠・出産・育児に関する各種相談、必要な情報提供・助言・保健指導

を行います。 

○支援プランを作成します。 

○保険医療または福祉の関係機関との連絡調整を行います。 

○すべての家庭および妊産婦等を対象に、必要な福祉事業全般を行いま

す。 

○要支援児童、要保護児童および特定妊婦等への支援を行います。 

○要保護児童対策地域協議会の調整機関を担います。 

【今後の取組】 

○こども家庭センターは０歳から１８歳までの子どもがいる家庭を対象

とし、経済的支援、伴走型相談支援の両面から切れ目のない子育て支援

を行うため、関係機関との連携を強め、サポート体制の充実に努めます。 

 

施策名 産後ケア事業 新規 

【目的】 

○出産後の退院直後の母子に対して、心身のケアや育児のサポート等のき

め細かい支援を実施します。 

【取組内容】 

○令和３年から取り組みを始めており、令和５年度には１件の実績があり

ました。 

【今後の取組】 

○引き続き産後の心身のケアと事業の広報に努めます。 

 

施策名 妊婦等包括相談支援事業 新規 

【目的と今後の取組】 

○妊婦・その配偶者等に対して面談等により情報提供や相談等（伴走型相

談支援）を包括的に行うことができる体制整備について、支援給付を含

めて検討します。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 保育所におけるフッ化物洗口 新規 

子育て 

応援室 

【目的】 

○生涯を通じて、なんでもおいしく食べ、心身ともに豊かな生活を送るた

めに必要な歯と口腔の健康を保ちます。フッ化物を応用した１分間のう

がいにより歯の質を強くし、むし歯を予防します。 

【取組内容】 

○令和６年度より、町内保育所の４、５歳児を対象に集団フッ化物洗口を

実施します。 

【今後の取組】 

○子どもたち個人の環境に左右されることなく、すべての子どもたちの今

と将来の健康を支えることを目的として、保育所の４、５歳児に対しフ

ッ化物洗口を実施します。また、保護者へのフッ化物洗口の効果と安全

性の説明を行い、親子で歯の健康の意識を高めるよう努めます。 
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（２）思春期保健対策の充実 

  思春期は、一生のうちでも身体面、精神面の発達や変化が著しい時期であり、この時期

の心やからだの健康の問題が、生涯の健康に大きな影響を及ぼすことが指摘されていま

す。 

性や性感染症予防に関する正しい知識の普及をはじめ、喫煙や薬物に関する教育の推

進を図るとともに、学童期・思春期における心やからだの問題についての相談体制の充

実を図り、思春期の心やからだの健全な育成に努めます。 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 性に関する正しい知識の普及 継続 

学校教育課 

【目的】 

○性に関する健全な考え方を育み、性や性感染症予防に関する正しい知識

の普及を図ります。 

【取組内容】 

○小学校において、保健体育の授業で性や性感染症に関する授業を実施し

ます。 

○中学校において、学内掲示や保健体育の授業で性に関する知識の普及を

行います。 

【今後の取組】 

○今後も引き続き、児童生徒に対し、教科書やビデオ等を利用した授業を

行い、性や性感染症に関する正しい知識の普及に努めます。 

 

施策名 喫煙や薬物に関する教育の推進 継続 

【目的】 

○喫煙や薬物に関する教育を推進することにより、喫煙や薬物に関する正

しい知識の普及を図るとともに、子どもの規範意識を高めます。 

【取組内容】 

○小中学校において薬物乱用防止教室を開催します。（年１回以上） 

【今後の取組】 

○薬物およびタバコやアルコール等の身近なものが身体に及ぼす影響に

ついて、具体的な事例紹介と疑似体験を通じて児童生徒への普及啓発を

図り、規範意識を高めることができるよう、今後も継続して実施します。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 学童期・思春期における相談体制の充実 継続 

学校教育課 

健康づくり推進室 

【目的】 

○各種相談を通じて、勉学や人間関係等の様々な悩みごとを解決に導き、

不登校や不登校傾向となっている児童生徒が集団行動をとれるようケ

ア対応を行います。 

【取組内容】 

○教育相談担当教員、養護教諭をはじめすべての教職員、いじめ対応アド

バイザー、スクールカウンセラーが各種相談対応にあたります。 

【今後の取組】 

○今後も引き続き、すべての教職員、いじめ対応アドバイザー、スクール

カウンセラーが、個々の児童生徒にあわせたきめ細かな心のケアやカウ

ンセリングを行い、児童生徒の問題解決につながるよう、相談体制の充

実を図ります。〔学校教育課〕 

○自殺対策計画の一環として、行政・学校関係者・医療関係者・福祉関係

者が連携を図ります。〔健康づくり推進室〕 
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（３）食育の推進 

保育所および学校給食の無償化を食育の好機ととらえ、地産地消やアレルギー等に配

慮しつつ、保健分野や教育分野をはじめとする様々な分野と連携し、乳幼児期から思春

期に畑体験やクッキング実習などを通じて、食に関する学習や情報提供等を行うととも

に、食を通じた心身ともに健康な子どもの育成や家族との良好な関係づくりに取り組み

ます。 

朝食の欠食や孤食・偏食等、食生活の乱れや肥満児の増加等、心身の健康問題が子ども

たちに生じています。また、幼少期には問題がなくとも、成人後すぐに生活習慣病にかか

る人も増加しており、幼少期からの正しい食生活を送ることが必要とされています。 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 乳幼児期における食に関する学習機会や情報の提供 継続 

健康づくり推進室 

【目的】 

○乳幼児期における食に関する学習機会および情報の提供を通じて、保護

者に対し正しい食の知識の啓発を図ります。 

【取組内容】 

○３、４か月児健診時に、保護者に離乳食相談を実施します。 

○子育て支援センターにおいて毎月第２木曜日に栄養相談を実施します。 

○乳幼児健診（３、４か月児、１歳６か月児、３歳児）時に保護者の栄養

相談を実施します。 

【今後の取組】 

○今後も引き続き、乳幼児期における食に関する学習機会および情報の提

供を通じて、保護者に対し正しい食の知識の啓発を図ります。また、個々

に応じた対応を行うことにより、保護者の離乳食や幼児食に関する不安

の軽減に取り組みます。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 食に関する学習機会や情報の提供 継続 

健康づくり推進室 

【目的】 

○幼児期から思春期において、調理実習等の体験を通じて食の大切さや知

識を学ぶとともに、各種団体と連携して食生活の重要性の啓発を図りま

す。 

【取組内容】 

○子ども料理教室を開催します。 

○認定こども園において食育に関するチラシを配布します。 

○実績（令和５年度） 

・子ども料理教室参加者数：子ども４３人 

【今後の取組】 

○今後も引き続き幼児期から思春期において、調理実習等の体験を通じて

食の大切さや知識を学ぶとともに、各種団体と情報共有を行うなど、連

携して食生活の重要性の啓発を図ります。 

 

施策名 保育所における食育の推進 新規 

子育て 

応援室 

【目的】 

○子どもが自分の健康を守り、豊かな食生活ができる力を育むよう、給食

や保育所生活全体を通して食育を推進します。 

【取組内容】 

・令和６年度より、町内の保育所で温かいごはんを提供する完全給食を実

施します。 

・野菜を栽培し収穫した素材でのクッキング体験、梅干しづくりなどを行

います。 

・旬の地元食材を使い、うす味で素材の持ち味を感じられるよう調理を心

がけ、確かな味覚を育てます。 

・行事食を取り入れ、郷土料理や地域の食文化への関心を深めます。 

・玄関に給食メニューを展示し、親子の食事の会話のきっかけを作りま

す。 

【今後の取組】 

○各年齢の発達に合わせた食事で、食育を進めます。 

○主食の提供により、バリエーション豊かな給食を提供します。 
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４ 配慮が必要な子ども・家庭を支える仕組みづくり 

（１）児童虐待防止対策の推進および早期療育支援 

子どもは健康に生まれ、健やかに成長することができる権利を持っており、あらゆる種

類の差別や虐待から守られなければなりません。 

保健、福祉、医療、教育、警察等関係機関の連携のもと、早期発見・早期対応に努め、

子どもの虐待の発生予防に取り組みます。また、虐待に関する相談体制の強化・充実を図

るとともに、対処方法など広く虐待防止に係る情報の提供に努めます。 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 要保護児童への支援体制の充実 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○要保護児童が適切な支援を受けながら良好な家庭環境で生活すること

ができるよう、子育てに関係する機関が情報および考え方の共有を図る

とともに、児童相談所と行政が連携して要保護児童への支援を行いま

す。 

【取組内容】 

○要保護児童対策地域協議会を開催します。（年１回） 

・関係機関が要保護児童に関する情報や考え方を共有します。 

○進行管理会議を開催します。（年３回） 

・児童相談所と定期的に要保護児童に関する情報を共有し、今後の進展

を想定および目標設定を行います。 

○主任児童委員との意見交換会を開催します。（年１回） 

・情報共有を図ります。 

○中学校および小学校の巡回（年１回） 

・主任児童委員と合同で学校を巡回し、情報共有を図り信頼関係を構築

します。 

○個別ケース会議の開催（随時） 

・対象児童にかかわっている団体が参加し、情報や目的を共有します。 

○虐待の未然防止活動（随時） 

・関係団体とともにリスク要因のある家庭の見守りおよびフォローを 

行います。 

【今後の取組】 

○今後も引き続き、要保護児童等に対し、行政と子育て支援の関係団体が

連携し、適切な対処を行うことができるよう取り組みます。 

○関係行政機関や民間団体と連携し、個々のケースの解決につながるよう

な取り組みに向けた虐待防止ネットワークの強化を図っていきます。 

○虐待に関する相談先などについて啓発活動を行い、住民への周知徹底を

図ります。 



80 

 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 虐待の早期発見・早期対応の充実 拡充 

子育て 

応援室 

【目的】 

○子どもの年齢が低いほど虐待のリスクが高いため、早い段階で虐待につ

ながらないよう、保護者への働きかけを行います。 

【取組内容】 

○伴走型相談支援を通じて育児不安や家庭関係に悩み孤立している母親

を把握し、妊娠期から予防的な介入を行います。 

【今後の取組】 

○妊娠期から課題を抱える母親に対しては、相談支援等を通して介入して

いきます。また、産後は養育支援訪問事業や産後訪問から必要な支援に

つなげていきます。 

 

施策名 虐待に関する情報の周知 継続 

【目的】 

○児童虐待の防止や早期発見のため、児童虐待に関する情報の周知を行い

ます。 

【取組内容】 

〇どのような行為が虐待であるか、虐待を目撃した場合の対処方法を広報

やホームページ、ケーブルテレビで周知します。１１月の虐待防止月間

にはオレンジリボンキャンペーンとして、文化祭参加者にチラシ等の配

布を行います。 

【今後の取組】 

○今後も引き続き、虐待に関する情報の周知に努めます。 

 
 

  



81 

 

  

主な施策 方向性 担当課 

施策名 発達支援事業 新規 

子育て 

応援室 

【目的】 

○発達や情緒、社会性に課題がある児童を早期に発見し、育児の困難さや

子育てのニーズを踏まえながら必要な支援に繋げます。 

【取組内容】 

〇1歳６か月児、３歳児健診、5歳児健診後の保育所を巡回し、経過を観

察します。 

○発達に課題がある子をもつ保護者に対し、個別の心理士相談を通して、

具体的な助言や医療機関等の受診勧奨を実施します。 

○年中児を対象に発達の確認を行い、就学に向けた課題を早期に把握する

とともに、保護者との面談を通して不安や悩みの解決に努めます。 

【今後の取組】 

○巡回や５歳児健診で把握した課題について、保育所や学校教育課等と連

携しながら早期支援介入に努めます。 
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（２）障害のある子どもの自立支援 

  身近な地域で安心して生活できるよう、小学校や保健所、保育所など関係機関が連携

し、気になる児童や障害等により支援が必要な子どもの健全な発達を支援できる体制を

整えることが必要です。 

発達障害を含む支援の必要な子どもが自立し、社会参加に必要な力を養うため庁内の

関係課の連携や地域の関係機関との連携強化を図りながら、特別支援教育の充実等の取

り組みを進めます。 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 療育体制の整備 拡充 

子育て 

応援室 

【目的】 

○障害のある子どもに対し、障害の種類や程度に応じた適切な療育支援や

居場所づくりが行えるよう、保健、福祉、医療、教育等の関係機関の連

携強化に努め、療育体制を整えます。 

【取組内容】 

○日中一時支援、放課後等デイサービスを行います。 

【今後の取組】 

○今後も引き続き、障害の種類や程度に応じた適切な療養支援や居場所づ

くりのための療育体制を整えることで、障害のある子どもの生活能力の

向上および社会との交流促進を図ります。 

○利用ニーズが高まっている放課後等デイサービスについて、町外の事業

所と連携を図ります。 

○医療的ケア児に対する支援のため、関係機関との連携を図ります。 

 

施策名 特別支援教育の充実 継続 

学校教育課 

【目的】 

○特別支援学級に在籍する児童生徒が学習への意欲を高め、安定した学校

生活を送ることができるよう、特別支援教育の充実を図ります。 

【取組内容】 

○専門相談員の指導による、校内検討会を開催します。 

○各小中学校への学校支援員を配置します。 

【今後の取組】 

○今後も引き続き、学校支援員が児童生徒に対し適切な支援を行えるよ

う、情報伝達や連携を強化し、支援体制の整備に取り組みます。 

○不足している支援員の人材確保に努めるとともに、教職員の資質向上に

努めます。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 
認定こども園や放課後児童健全育成事業における 

障害のある子どもの受け入れ 
継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○すべての子どもが等しく認定こども園や放課後児童クラブを利用でき

るよう環境を整備します。 

【取組内容】 

○職員への関連スキルの習得促進 

○児童心理士による認定こども園巡回指導（令和６年度には放課後児童ク

ラブにも巡回指導を実施） 

【今後の取組】 

○今後も引き続き、職員に対し研修への参加を促進することにより職員の

スキル向上を図るとともに、発達障害者支援センターの巡回指導により

個々の子どもへの適切な対応が行われるよう努めます。 

○今後は、他団体との情報連携を強化し、支援の充実を図るとともに、放

課後児童クラブにおいても児童心理士が巡回指導を行う予定です。 

 

施策名 特別児童扶養手当（県事業） 継続 

【目的】 

○障害のある子どもを養育している保護者に対し手当を支給することに

より、保護者の経済的負担の軽減と児童の福祉の増進を図ります。 

【取組内容】 

○精神または身体に障害のある２０歳未満の子どもを養育している保護

者に手当を支給します。 

○実績（令和５年度末） 

・支給対象児童数：２３人 

【今後の取組】 

○今後も引き続き、障害のある子どもの保護者に対し、手当を支給するこ

とにより、保護者の経済的負担の軽減と児童の福祉の増進を図ります。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 育成医療（県事業） 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○障害のある子どもを養育している保護者に対し、手術等の障害の改善に

つながる治療等にかかる費用を助成することにより、保護者の経済的負

担の軽減と児童の福祉の増進を図ります。 

【取組内容】 

○身体に障害のある１８歳未満の子どもが、手術等によってその障害の改

善が見込まれる場合、その医療費を助成します。 

○実績（令和５年度） 

・支給対象人数：４人 

・給付金額：４６万円 

【今後の取組】 

○今後も引き続き、障害のある子どもの保護者に対し、障害の改善にかか

る医療費を助成することにより、保護者の経済的負担の軽減と児童の福

祉の増進を図ります。 

 

施策名 子育て支援連絡会 継続 

【目的】 

○子育て支援連絡会の開催を通じて関係機関が連携・情報共有を行い、必

要な支援や支援機関に適切につなげることにより、発育および発達、養

育環境等に問題を抱える乳幼児等の健全育成を図ります。 

【取組内容】 

○子育て支援連絡会の開催（年１回、９月） 

・支援が必要な乳幼児に対し、発達障害者支援センター「パース」（心理

士）からの助言をもとに、関係機関が連携し、情報共有と支援方法を検

討します。 

【今後の取組】 

○今後も引き続き連絡会を開催し、支援が必要な子どもに対して理解を深

めるとともに、その結果を教育委員会につなぎ、就学支援を行います。 

○対象者が小学校入学以降も切れ目のない支援を受けることができるよ

う、学校等と連携して就学後の情報共有に努めます。 

 



85 

 

（３）ひとり親家庭への支援 

近年の不安定な社会風潮や不透明な経済情勢等から、離婚等を原因とするひとり親家

庭は今後も増加するものと考えられますが、ひとり親家庭の親は生計を支えながら家事

と育児をこなさなければならず、肉体的にも精神的にも大きな負担を抱えています。 

児童の健全な育成と保護者の負担軽減を図るため、ひとり親家庭の自立に向けた就労

支援や精神的な負担の軽減、様々な悩みを解決するための相談支援の充実を図ります。 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 相談体制の充実（県事業） 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○ひとり親家庭の母親または父親に対し、能登中部保健福祉センターの専

門員および町母子寡婦福祉協議会のメンバーが、経済的な困りごと等の

様々な相談に対応し、必要に応じて適切な支援機関につなぎます。 

【取組内容】 

○ひとり親家庭からの相談に対応します。（毎月第２木曜午前１０時半～

午後３時、町民センター「アステラス」にて要予約制） 

【今後の取組】 

○ひとり親家庭が抱える不安や負担の軽減につながるよう、今後も引き続

き、相談にのったり、話を聞いたりする場の提供を行い、必要に応じて

支援機関につなぎます。 

 

施策名 ひとり親家庭等医療費給付 継続 

【目的】 

○ひとり親家庭の母親・父親・児童、または父母のいない子どもの通院や

入院にかかる医療費を給付することで、経済的な支援と疾病の早期発見

および治療の促進を行うことにより、子どもの健康と福祉の増進を図り

ます。 

【取組内容】 

○母親または父親に対し、月額１,０００円の自己負担を控除した額を給

付します。 

○子どもに対し、自己負担分を給付します。（医療機関窓口無料化または

償還払い） 

○実績（令和５年度） 

・支給対象人数：１４７人 

・給付金額：３３６万円 

【今後の取組】 

○今後も引き続き、医療費の給付を通じてひとり親家庭等を経済的に支援

し、疾病の早期発見および治療を促進していきます。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 児童扶養手当（県事業） 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○父母が婚姻を解消した子ども等を監護している母親または父親、および

父母に代わってその子どもを養育している人に対し手当を支給するこ

とにより、経済的支援を行います。 

【取組内容】 

○父母の婚姻の解消等でひとり親等になった子どもの早期把握により、制

度説明と早期手続きを促します。 

・支給対象：０歳から１８歳に達して最初の３月３１日までの間にある

子ども  

・支給額：所得に応じて変動 

・支給月：年６回 

○実績（令和５年度） 

・支給対象人数：５８人 

【今後の取組】 

○継続して、ひとり親家庭等の経済的負担の軽減に努めます。 

○申請における面談で必要事項の確認を行い、申請書記載には記入漏れ、

記載間違い等がないか十分な確認を行います。 

 

施策名 ひとり親家庭の子どもへの学習支援事業 継続 

【目的】 

○子どもが気軽に相談できる場を提供し、子どもの学習の意欲向上と精神

的安定を図ります。 

【取組内容】 

○子どもが学習および進路について気軽に相談できる場を提供し、地域お

こし協力隊や学生、食生活改善推進委員も加わる学習サポーターが対応

しました。 

○実績（令和５年度） 

・小学生：参加者数８人、サマースクール ３回、サポーター数３人 

・中学生：参加者数４人、（９～１１月）１２回、サポーター数２人 

【今後の取組】 

○今後も引き続き、子どもに学習および進路について気軽に相談できる場

所を提供します。 

○参加者が減少しているため、制度の周知に努めます。 

○看護大の学生に声かけをし、今後のサポーターの増員を図ります。 
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（４）子どもの貧困対策の推進 

近年、全国的に「子どもの貧困対策」の重要性が問われるようになっており、経済的に

困難を抱える子育て家庭の子どもたちに、十分な教育や食を提供することや金銭的な支

援を行うこと、保護者の自立支援に取り組むことなどが必要とされています。 

子どもの貧困対策に取り組むために現状の把握や、先進事例等の調査を進めるととも

に、経済的に困難を抱える子育て家庭に対する支援体制の構築について進めます。 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 子どもの貧困対策を進めるための調査・研究 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○貧困が子どもの将来に悪影響を及ぼさないように、子どもの貧困対策に

取り組みます。 

【取組内容】 

○町内の経済的に困難を抱える子育て家庭の把握が不十分だったため、令

和５年度実施のニーズ調査を活用し、現状分析および課題整理を行いま

す。 

【今後の取組】 

○国や先進事例の取り組みについて情報収集を進めるとともに、町内の経

済的に困難を抱える子育て家庭の把握を行い、本町の子どもの貧困対策

の取り組み方針を定めます。 

○こども家庭センターや関係機関と連携し、情報収集に努めます。 

施策名 生活困窮世帯への学習支援事業（県事業） 継続 

【目的】 

○経済的な理由で、十分な学習を受けることができない子どもに、学習機

会を設け、すべての子どもが「確かな学力」を身につけられるように支

援を行います。 

【取組内容】 

○ひとり親家庭の子どもへの学習支援事業と合同で行います。 

・対象者：小学生・中学生・高校生で、生活保護受給世帯、就学援助受給

世帯、教育費負担軽減奨学金受給世帯に該当する世帯の子ども 

○子どもが学習および進路について気軽に相談できる場を提供し、学生や

食生活改善推進委員も加わる学習サポーターが対応しました。 

・小学生：サマースクール３回（年間）・中高生：約１２回（年間） 

【今後の取組】 

○今後も引き続き、子どもに学習および進路について気軽に相談できる場

所を提供します。 

○参加者が減少しているため、制度の周知に努めるとともに、看護大の学

生に声かけをするなど学習サポーターの増員を図ります。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 関係機関への子どもの貧困対策についての周知啓発 継続 

子育て 

応援室 

【目的】 

○まだ認知度の高くない子どもの貧困問題について、住民および子育て支

援に関する団体等に周知啓発を行います。 

【取組内容】 

○ホームページで子どもの貧困問題について周知啓発を行います。 

【今後の取組】 

○広報やホームページ等を積極的に利用し、子どもの貧困問題について積

極的に周知します。また、子どもに関係する団体等に対して、積極的に

啓発活動を行います。 

 

施策名 児童生徒就学援助支給制度  継続 

学校教育課 

【目的】 

○経済的な理由で、小中学校への就学が困難と認められる児童生徒の保護

者に学用品費や給食費など就学に必要な経費の一部を援助します。  

【取組内容】 

○就学援助を受けることができる方：本町に住所を有し、かつ、町立小中

学校に在学している児童生徒の保護者で次の①～⑤のいずれかに該当

する方 

①生活保護を受けている人 

②町民税が非課税、または減免されている人 

③固定資産税、国民健康保険税、国民年金の掛け金が減免などされている人 

④児童扶養手当を受給されている人 

⑤同一の生計を営む世帯全員の前年の総所得金額等が、宝達志水町教

育委員会で定める認定基準所得基準金額に満たない人（認定基準所得

金額は家族構成や年齢によって異なります）  

○就学援助費の支給対象：①学用品費、通学用品費、校外活動費、②新入

学児童生徒学用品費など（小中学校１年生に限る）、③修学旅行費、④学

校給食費、⑤オンライン学習通信費 

【今後の取組】 

○義務教育を円滑に受けることができるように制度の周知を行い、就学援

助による支援が十分得られるように取り組みます。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 適応指導教室の設置 新規 

学校教育課 

【目的】 

○学校生活に不安や悩みがあったり、生活リズムの乱れから登校しづら

かったりする児童生徒に安心して過ごすことができる居場所、学校復

帰のための自立を促す場を提供します。 

【取組内容】 

○不登校児童生徒の集団生活への適応、情緒の安定、基礎学力の補充、

基本的生活習慣の改善等のための相談・適応指導を行うことにより、

学校復帰のための自立を促します。 

〇教員免許を有する指導員が適応指導および保護者の相談対応にあたり

ます。 

【今後の取組】 

○不登校児童生徒や保護者の相談への対応。 

○基本的生活習慣の改善および集団生活への適応支援。 

○基礎学力を補充する学習指導や自学自習の支援。 

○関係機関、関係団体との連携。 

 

施策名 児童育成支援拠点事業（子どもの居場所支援） 新規 

子育て 

応援室 

【今後の取組】 

○虐待や不登校など、養育環境等の課題を抱える主に学齢期の児童を対

象に、児童に生活の場を与えるとともに児童や保護者への相談等がで

きる児童の居場所となる拠点開設に向け、検討を進めます。 
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主な施策 方向性 担当課 

施策名 子育て世帯訪問支援事業（訪問による生活の支援） 新規 

子育て 

応援室 

【目的】 

○要支援児童、要保護児童およびその保護者、特定妊婦等を対象（支援

を要するヤングケアラー含む）に、世帯を訪問し、子育てに関する情

報の提供、家事・養育に関する援助等を行います。 

【取組内容】 

○令和５年度から取り組みを進めており、本町の対象者は１５世帯であ

るが実績はありません。 

【今後の取組】 

○対象者の把握を進め、事業の周知に努めます。 

 

施策名 
親子関係形成支援事業（親子関係の構築に向けた

支援） 
新規 

【今後の取組】 

○要支援児童、要保護児童およびその保護者、特定妊婦等を対象に、親

子間の適切な関係性の構築を目的とし、子どもの発達の状況等に応じ

た支援について検討します。 
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５ 仕事と家庭を両立させる環境づくり 

（１）仕事と家庭（子育て）の両立 

  保育所等での多様なサービス提供で共働き共育てへの支援を進め、すべての人が仕事

と家庭生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）がとれた多様な働き方を選択できる環境

を整備するとともに、働き方の見直しを進めることが求められています。 

家庭の子育て機能を高めるために企業等の理解と支援を求めていく一方で、子育て世

帯における仕事と家庭（子育て）の両立を図るための意識啓発や各種制度の普及啓発を

進めます。 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 ワーク・ライフ・バランスの普及啓発 継続 

商工観光課 

【目的】 

○企業・団体に対し、雇用に関する法制度の情報提供の普及に努め、啓発

を行います。 

【取組内容】 

○公共施設等への関係機関が発行するポスター掲示やパンフレットを設

置しました。 

【今後の取組】 

○公共施設等のポスター掲示は掲示物が多いため、より効果的な周知が行

えるよう、紙媒体以外での周知方法について検討します。 

 

施策名 家庭における男女共同参画意識の啓発 継続 

生涯学習課 

【目的】 

○男女が互いの人格を尊重し、相手の立場を理解し、助け合えるような人

間形成を図れるよう、家庭教育に関する学習機会を提供します。 

【取組内容】 

○子ども対象：放課後児童クラブ等において、子どもにもわかりやすい紙

芝居や絵本の読み聞かせの上演や意見交換等を通じて、男女共同参画啓

発活動を実施します。 

○大人対象：ふらっとミニセミナー（講演会）を開催します。 

【今後の取組】 

○男女が互いに相手を思いやり、固定的な性別役割分担意識にとらわれる

ことなく自分の個性と能力を発揮できるよう、今後も引き続き、子ども

から大人まで幅広い世代に対し講演会や出前講座を実施することを通

じて、男女平等の意識啓発活動を行います。 

 

 



92 

 

主な施策 方向性 担当課 

施策名 各種制度の普及啓発 拡充 

商工観光課 

 

子育て 

応援室 

【目的】 

○企業・団体に対し、雇用に関する法制度の情報提供とその普及に努め、

啓発を行います。〔商工観光課〕 

○子育て支援事業の周知、認知度拡大を図ります。〔子育て応援室〕 

【取組内容】 

○公共施設等へ関係機関が発行するポスター掲示やパンフレットを設置

しました。〔商工観光課〕 

○保護者が多様な教育・保育サービスや地域子ども・子育て支援事業の中

から適切なものを選択し、円滑に利用できるよう支援を行います。〔子

育て応援室〕 

【今後の取組】 

○公共施設等のポスター掲示は掲示物が多いため、より効果的な周知が行

えるよう、紙媒体以外での周知方法について検討します。〔商工観光課〕 

○今後も引き続き、広報やホームページ等での子育て情報提供を充実し、

子育て支援情報の周知を図ります。また今後は、母子手帳交付時や乳幼

児健診時等の機会を捉えて、これから利用が見込まれる事業のパンフレ

ット等を配布することにより、個別の情報周知の強化を図ります。〔子

育て応援室〕 
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第６章  計 画 の推 進  

 

１ 計画の進行管理 

本計画を実効性のあるものとして推進するためには、計画に基づく施策の進捗状況と

ともに、計画全体の成果を検証することが重要です。 

そのため、「宝達志水町子ども・子育て会議」や庁内関係課において、その進捗状況を

確認・評価していきます。 

また、施策の実施にあたっては、柔軟で総合的な取り組みが必要であることから、検証

した結果に基づき、必要に応じ改善を図るため、各年度に施策の見直しを行い、計画を修

正していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

庁 内 関 係 課 

 

 

宝達志水町 子ども・子育て会議 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎年度の進捗・課題等の報告 

課題等から具体的な取り組みを検討する 

 

子育て支援にかかわる団体、保護者の代表、教育・保育施設の代表、 

学校関係者、行政機関     等 

 

計画全体の進捗管理・評価 

 

・ 優先度の高い取り組みに対して、計画の見直しや施策提言を行う 

・ 各事業を実施する現場の課題を吸い上げ、計画の推進に反映する 

・ 各団体で実践できる取り組みを推進し、住民への普及を行う         等 
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２ 計画の推進体制 

本計画の推進にあたっては、教育・保育事業に対する住民のニーズに応えていくため、

必要なサービスの量の確保・拡大と多様化も含む質の向上の実現をめざしていきます。 

計画では、幼児期の教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の量の見込みや提供体制

の確保の内容およびその時期等を定めました。 

そのため、地域の関係機関と連携して横断的な施策に取り組むとともに、認定こども園

や子育て家庭、事業者、関係団体、学校、住民等、幅広い意見を取り入れながら取り組み

を広げていきます。 

 

■実施主体の協力・連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

子ども・子育て支援 

事 業 所 

子どもは宝、明るく、笑顔がかがやく町 

子育て家庭 

子ども ・ 保護者 
行 政 

認定こども園 

学 校 

住 民 

関係団体 
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資料編 

１ 宝達志水町子ども・子育て会議条例 

 

平成26年３月24日 

条例第１号 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。次条第２項において「法」という。）第

77 条第１項の規定に基づき、同項の合議制の機関として、宝達志水町子ども・子育て会議（以

下「会議」という。）を置く。 

（組織） 

第２条 会議は、委員15人以内で組織する。 

２ 会議の委員は、子どもの保護者（法第６条第１項に規定する子どもの保護者（同条第２項に規

定する保護者をいう。）をいう。）、事業主を代表する者、子ども・子育て支援（法第７条第１項に

規定する子ども・子育て支援をいう。以下この項において同じ。）に関する事業に従事する者、子

ども・子育て支援に関し学識経験のある者その他町長が適当と認める者のうちから、町長が委嘱

する。 

（委員の任期） 

第３条 会議の委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第４条 会議に、会長及び副会長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 会長は、会務を総理し、会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

（議事） 

第５条 会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

４ 会議は、必要であると認めるときは、委員以外の者の出席を求めて、説明又は意見を聴くこと

ができる。 

（庶務） 

第６条 会議の庶務は、健康福祉課において処理する。 
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（会議の運営） 

第７条 この条例に定めるもののほか、議事の手続その他会議の運営に関し必要な事項は、会長が

会議に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（委員の任期に関する特例） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後、最初に委嘱される委員の任期は、第３条

第１項の規定にかかわらず、平成28年３月31日までとする。 

３ 施行日以後に最初に開かれる会議は、第５条第１項の規定にかかわらず、町長が招集する。 
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２ 宝達志水町子ども・子育て会議委員名簿 

                                             （敬称略） 

区 分 氏 名 所属および役職等 

子どもの 

保護者 

村 井   傑 
宝達志水町立保育所保護者代表 

（相見保育所） 

杉 中 俊 介 
宝達志水町立保育所保護者代表 

（南部保育所） 

荒 川   光 
宝達志水町ＰＴＡ連合会副会長 

（押水第一小学校ＰＴＡ会長） 

子ども・子育て支

援に関する事業

に従事する者 

側 垣 二 也 
児童福祉施設代表 

（社会福祉法人聖ヨハネ会 理事長） 

飯 貝 孝 介 
幼稚園施設代表 
（学校法人はくい幼稚園 園長） 

吉 井 一 貴 
宝達志水町社会福祉協議会事務局長 
（町立保育所指定管理者） 

木 村 君 枝 
宝達志水町保育士会会長 
（相見保育所長） 

基 村 俊 成 
宝達志水町校長会代表 
（押水第一小学校長） 

中 村 春 美 
事業主代表 
（参天製薬株式会社能登工場） 

坂 室 恵 美 
助産師 

（助産院muro） 

子ども・子育て支

援に関し学識経

験のある者 

越 田 涼 水 石川県七尾児童相談所児童福祉司 

松 川 治 美 宝達志水町主任児童委員 
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